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第１ 監査の概要   

 

１ 監査の目的  

地方自治法第１９９条第１項、第２項、第４項及び第７項の規定により、都の財務に

関する事務の執行、経営に係る事業の管理及び事務の執行が、適正・適切に行われてい

るかについて、東京都監査委員監査基準（令和２年東京都監査委員告示第２号）に準拠

して監査を実施した。 

   

２ 監査の対象 

令和６年度における都の事務及び事業の全般とし、必要に応じて財政援助団体が実施

している事業についても対象とした。また、主に３Ｅ（経済性・効率性・有効性）の観

点から監査する重点監査事項を１９局で設定した。 

あわせて、令和６年度東京都財務諸表の作成についても確認した。 

 

３ 監査の期間 

令和７年１月７日から令和７年９月４日まで 

局別の実地監査期間は、別表１（p.277-278）のとおりである。 

 

４ 監査実施状況 

今回の定例監査は、全３２局を対象として、表１のとおり、監査を実施した。 

局別の実地監査場所は、別表２（p.279-282）のとおりである。 

  （表１）監査実施状況  

区分 対象箇所数 実施箇所数 実施率 

本庁  149 149 100.0  ％ 

事業所 729 293 40.2  ％ 

計 878 442 50.3   ％ 

  （注）このほか、財政援助団体３団体への実地監査も行った。 

 

５ 監査の着眼点 

本監査では、東京都監査委員監査基準に基づき、都の事務や事業について、合規性は

もとより、その成果や効果等を分析し、経済性、効率性及び有効性の観点から、都民の

視点に立った検証を行った。 
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第２ 監査の結果 
 

１ 監査結果の概要 

都政を取り巻く環境が加速度的に変化していく中で、各局は、都民の様々なニーズに応

じた多岐にわたる施策の実現に、スピード感をもって取り組むことを求められている。 

令和７年定例監査においては、各局事業が抱える社会的背景や事務執行上のリスクに留

意した上で、重点監査事項のテーマとなった事業を始め、都の事務事業の全般について、

合規性はもとより、経済性・効率性・有効性の観点から監査を行った。 

 

（１）重点監査事項の監査結果について 

刻々と変化する社会経済状況を背景として、複雑化する都民ニーズに応じて各局等が

行う事業の中から、局ごとに重点的に監査を行う事業（テーマ）を選定し、経済性、効

率性及び有効性の観点から重点監査事項に係る監査を実施した。 

複数局横断的なテーマとしては、都政のキーワードに上る「都民の安全・安心の確保」

と「デジタル技術の活用」とを設けている。 

「都民の安全・安心の確保」に関連したテーマとしては、インフラの維持管理と都市

防災に関するものがそれぞれ複数ある。 

インフラの維持管理については、都民生活の基盤確保に向け、都民等との連携強化に

よる都道インシデント情報の迅速な収集や、先端技術を活用した下水道管の効果的な予

防保全などの必要性について言及した。 

また、都市防災については、地域の防災力強化に向け、都市の事前復興や東京とどま

るマンション普及促進等の事業について、実効性向上のため、区市町村との連携強化の

必要性について言及した。 

「デジタル技術の活用」に関連したテーマとしては、事業者のＤＸ推進支援と都政の

ＤＸ推進に関するものがそれぞれ複数ある。 

事業者のＤＸ推進支援については、都民の医療・福祉を支える事業者に必要な支援を

届けるため、支援実績等を分析・検証し、的確な支援を行うことの必要性について言及

した。 

また、都政のＤＸ推進については、都庁人材の有効活用や育成に向け、総務事務セン

ターの継続的な業務改善や、水道技術を確実に継承する人材育成などの必要性について

言及した。 
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（２）是正・改善すべき事項について 

監査の結果、是正・改善すべき事項（指摘事項等）が認められた１７局に対し、５５件

の指摘、１１件の意見・要望を行った。 

指摘の対象となった会計処理や財産・物品管理などの金額を集計した指摘金額は、 

８８４百万円であり、このうち、経費削減が可能なものや収入漏れなどを指摘したもの

は１１百万円であった。 

指摘事項等の内容は、これまでと同様に、全庁的に契約・会計・財産管理に関する基本

的な事務の誤りが多かった。事務の誤りが、都民サービスの低下や都民の安全・安心を

損なう事態に至れば、都政に対する都民の信頼が一気に損なわれかねない。 

こうしたことから、各局には、事務の誤りの確実な是正や実効性ある再発防止策の構

築・実施を求めるとともに、事業がより効率的・効果的なものとなるよう、事務改善の検

討も求めた。 

 

都では、多岐にわたる事業を迅速に推進することが求められる中、こうした事業に従事

する多忙な職員が、基本的ルールに関する知識が不十分なまま事務を処理し、管理監督者

等による組織的・複合的な確認も十分ではないことが、繰り返される事務の誤りの背景に

あるものとうかがわれる。 

  各局においては、都民の信頼に応える都政を推進するに当たり、自らの事業が担う社会

的責任や、その一方で抱える執行上のリスクについて、内部統制の観点から組織的に再確

認することが重要である。 

その上で、各局には、適切な人員配置や実務に即した基礎研修の実施のほか、業務にお

けるＡＩの利活用を含めた都政のデジタル化の更なる推進を図るなど、組織の執行体制を

充実させ、事務事業の適正・適切な執行や、これまでの取組を振り返っての業務改善に、

局一体となって取り組むことを期待する。  
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２ 局別重点監査事項の概要 

重点監査事項を設定した各局（注）の取組状況（ポイント）や監査委員が今後各局に期

待することを述べた所見は、表２のとおりである。 

 

（表２）重点監査事項の局別一覧 

局名 
重点監査事項 

（テーマ） 

 

各局の取組状況（ポイント） 

 

子供政

策連携

室 

子供の意見を反映し

た遊び場の創出につ

いて 

室は、子供の笑顔につながる「遊び」の推進プロジェクトにおいて、

子供の意見を遊び場等整備事業へ反映し、遊び場整備後においても自主

的に遊びの取組を継続して実施できるよう、区市町村や地域の NPO 法人

等を支援している。 

総務局 

総務事務センターの

運営について（デジ

タル技術の活用） 

局は、令和 6年 4月に人事部職員事務課を新設するなどの体制強化も

行いながら、令和 7年 7月に残る一部旅費事務の移管をもって、当初予

定していた DX化を伴うセンターへの総務事務の集約・アウトソーシング

化を完了するに至った。センターの設置による効果を把握するため、令

和 6年 10月に職員満足度調査を実施し、センターに対する満足度につい

て、職員の実感の指標化を行った。 

 

 

デジタ

ルサー

ビス局 

GovTech東京との協

働による区市町村の

DX推進について（デ

ジタル技術の活用） 

局は、デジタル人材の確保や自治体事務のデジタル化に苦慮している

区市町村に対し、財団と連携し、研修や人材紹介によるデジタル人材の

育成・確保に関する支援や、複数の自治体が共通して抱える事務のデジ

タル化に関する課題についての伴走型支援などを行っている。 

主税局 

固定資産税(土地・

家屋)の課税につい

て 

局は、土地・家屋課税台帳の情報や、デジタル化された地図データを

地理情報システムである固定資産 GISに取り込んで、現地調査や評価に

活用し、土地に係る課税事務の精度向上を図っている。また、局は、建

築物竣工図等の資料及び現地調査結果を基に、作図作業や必要な情報の

入力を行うことで、総務大臣が定めた固定資産評価基準の各種補正項目

等を自動計算する家屋評価システムを活用し、家屋に係る評価額算定の

効率化を図っている。 

都市整

備局 

首都直下地震に備え

た都市の事前復興の

取組について(安

全・安心対策) 

局は、阪神・淡路大震災や東日本大震災、令和 6 年能登半島地震など

の教訓を震災復興マニュアルや市街地の事前復興の手引、局内職員向け

復興ハンドブックの策定・改定に生かし、都市の事前復興の考え方や取

組手順等に反映するとともに、それらを活用した復興訓練では、習熟度

別訓練の導入や都職員訓練と区市町村職員訓練間の連携強化など、訓練

の実効性向上を図っている。 

住宅政

策本部 

東京とどまるマン

ション普及促進事業

について（安全・安

心対策） 

本部は、とどまるマンション事業について、令和 5年度からは補助制

度を開始し、令和 6年度にはその対象を追加・拡充するとともに、区市

町村や関係団体との連携により事業の普及促進を図っている。 
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監査委員の所見 

関連する 

指摘事項等 
頁 

指摘 

意見 

・ 

要望 

計 

今後も室は、子供が伸び伸びと遊び、他者との交流を通じて多様な体験が

できる環境づくりに向け、子供の意見を生かしながら、子供が健やかに成長

していけるよう、子供目線に立った政策を充実させていくことが期待され

る。 

- - - - 

職員満足度調査によって、業務システムの使いにくさや案内の分かりにく

さが浮き彫りとなったことから、局は、これらの問題点を解消していくこと

が必要である。 

今後、局は、総務事務に充てていた人材を可能な限り住民サービスや政策

立案等に回していくという当初目的を念頭に、ユーザビリティの向上を目指

して、定期的な満足度調査等を活用した継続的な業務改善を図ること、ま

た、委託業務を適切に管理監督することなどを通して、業務システムの的確

かつ安定的な稼働を達成することが必要である。 

- - - - 

今後も局は、都内全区市町村の DX 推進体制構築に向け、デジタル人材の量

と質の確保への支援や、都民や都内事業者の利便性向上に資する各種申請手

続のデジタル化支援などに財団と協働して取り組むことにより、区市町村の

後押しをしていくことが必要である。 

- 1 1 47 

局は、都税に対する納税者の信頼を維持しつつ、着実に税収を確保してい

くため、社会情勢の変化に応じ、固定資産税の課税対象となる土地・家屋の

変動を効率的に把握する手法を構築するとともに、本庁・各所の間で情報を

共有・連携し、過去にも、固定資産税等の課税誤りが繰り返し指摘されてい

ることも踏まえ、適正、公平かつ効率的な課税事務を遂行することが必要で

ある。 

 

8 1 9 57 

局は、区市町村の事前復興に対する意識をより高めていくとともに、復興

訓練への区市町村の参加促進による発災時に復興に当たる職員の裾野拡大

や、事前復興を身近に感じてもらうための都民への普及啓発に効果的に取り

組む必要がある。また、復興マニュアル未策定の区市町村に一層の支援・働

きかけを行うなど、区市町村と地域住民との緊密な連携を後押しすることに

より、都市の事前復興の実効性をより高めていくことが必要である。 

- 2 2 81 

発災時においても自宅での生活継続を支援するこの事業は、避難所への被

災者集中や慣れない避難生活での二次的な健康被害等の発生防止にも有効で

あると考えられることから、本部は、とどまるマンションの今後の普及目標

を定めながら事業の実効性を高める手法を検討するなど、より効果的な事業

の推進に取り組むことが必要である。 

- - - - 
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局名 
重点監査事項 

（テーマ） 

 

各局の取組状況（ポイント） 

 

環境局 
PCB廃棄物の処理に

ついて 

局は、高濃度 PCB廃棄物については、ほぼ、処理完了に向けた目途を

つけたところである。 

 

 

 

 

福祉局 

障害者支援施設等に

おけるデジタル技術

の活用支援について 

障害福祉分野における複雑化するニーズへの対応や福祉人材の確保に

厳しさが増す中、局は、ロボット介護機器や ICT機器などデジタル技術

の普及促進を図るとともに、DXの導入や継続的な活用をけん引するリー

ダーの育成等についても事業者の支援に取り組んでいる。 

 

 

保健医

療局 

中小病院・有床診療

所におけるデジタル

技術の活用支援につ

いて 

物価高騰や労務単価の上昇等により医療機関の経営環境が厳しさを増

す中、局は、医療情報連携の基盤となる電子カルテシステムの都内全医

療機関での導入に向け、令和 7年度には、導入経費補助対象を全ての病

院及び診療所に拡大するなど、その導入促進に取り組んでいる。 

 

産業労

働局 

観光ボランティアの

活用について 

局は、東京を訪れる外国人旅行者の多様なニーズに対応するため、都

観光ボランティアの募集・育成・活動管理を継続的に行うとともに、次

世代を担う人材の育成、街なか観光案内の活動場所の見直し、観光ガイ

ドサービスへの新しいコースの追加など、旅行者への案内・サポート機

能の向上に取り組んでいる。 

中央卸

売市場 

市場使用料の徴収等

について 

東京都中央卸売市場会計の経常収支は、平成 28年度以降マイナスに転

じている。市場は、平成 30年度に行った旧築地市場跡地の一般会計への

有償所管換により、当面、中央卸売市場会計の事業継続性を確保すると

ともに、各場の拡張整備や機能強化を図っている。 

 

 

 

スター

トアッ

プ戦略

推進本

部 

スタートアップとの

官民協働の実践状況

について 

本部は、官民協働プロジェクトにおいて、スタートアップが都政課題

を担う各局と対話することで課題の解決を行い、公共調達認定の取得や

その先の政策目的随意契約の締結につなげるなど、官民協働の実践に取

り組んでいる。 

建設局 

道路維持管理におけ

る安全･安心対策(利

用者情報の活用)に

ついて 

局は、道路通報システム「MCR」により、日常の都道の維持管理におい

て、都民等と協働し、道路陥没などの損傷等をよりきめ細かくかつ迅速

に把握している。 

道路管理者が国、都、区市町村と異なる中、MCR導入団体が増加する

ことは、窓口のワンストップ化による都民等の利便性向上と道路管理者

における維持管理業務の効率化につながる。局は、区市町村に対し、毎

年度、MCRの無償試行の案内を実施するなど、MCRの導入を働きかけてい

る。 
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監査委員の所見 

関連する 

指摘事項等 
頁 

指摘 

意見 

・ 

要望 

計 

低濃度 PCB廃棄物については処分期限まで約 2年余りであることから、局

は、期限内の処分に向けて、保管事業者等への立入検査や広報啓発を引き続

き行い、関係機関の協力も得て、取組をより一層強化していくことが必要で

ある。 

なお、使用中 PCB製品についても、使用状況について引き続き注視してい

くことが求められる。 

1 - 1 99 

今後も局は、障害福祉分野におけるデジタル技術の活用を促進するための

普及啓発を進めていくとともに、補助実績を分析・検証し事業者の抱える課

題を把握した上で制度の改善充実を図るなど、サービス向上や業務改善に取

り組む事業者に対する支援を継続的に進めていくことが必要である。 

あわせて、局は、手続面で電子申請の活用を図るなど、事業者の負担軽減

に資する DX活用を積極的に進めていくことが必要である。 

6 - 6 113 

今後も局は、まだシステム導入に至っていない医療機関の実情や必要とさ

れる支援を丁寧に調査・分析した上で、地域の医師会等関係機関と連携しな

がら、医療機関への的確な支援を行い、電子カルテシステムの全面的な普及

に取り組んでいくことが必要である。 

 

1 - 1 138 

今後も局は、都観光ボランティアが、都市に対する誇りや愛着を持ち、き

めの細かい観光案内により温かい「おもてなしの心」を伝えることで、訪都

外国人旅行者の利便性の更なる向上につながるよう、多様化するニーズに的

確に対応するとともに、モチベーションアップの工夫やより参加しやすい活

動環境の整備に取り組んでいくことが必要である。 

- - - - 

市場が担う公共的役割を着実に果たし、持続可能な市場経営を実現するた

めには、経常収支の改善への取組が必要不可欠である。 

今後も市場は、引き続き市場の主たる収入である市場使用料を漏れなく確

実に徴収することが求められる。また、未利用施設の利活用について、更な

る改善の余地が認められたことから、公募可能な施設については定期的な公

募を行うなど利用促進に努め、より一層の収入確保を図ることが必要であ

る。 

1 1 2 162 

今後も本部は、イノベーションを牽引するスタートアップを東京から育成

していくため、官民協働の枠組みを活用したスタートアップの信用力向上や

新技術の普及促進などにより、スタートアップの後押しを一層進めていくこ

とが必要である。 

 

- - - - 

安全安心な道路の維持管理に向け、局は、引き続き MCRの開発・運用団体

と連携し、利用状況に応じた MCRの機能改善や効果的な運用ルールの整備を

図るとともに、これらを通して MCRの有用性を周知することなどにより登録

者の増加や新たな区市町村での導入などの利用拡大を進めていくことが必要

である。 

 

 

 

2 - 2 180 
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局名 
重点監査事項 

（テーマ） 

 

各局の取組状況（ポイント） 

 

港湾局 

調布飛行場及び島

しょ空港の維持管理

における安全･安心

対策について 

都営空港は、島しょ地域における社会・経済活動を支える交通拠点で

あるとともに、災害時には島しょ地域への物資輸送等の拠点ともなる重

要な施設である。 

局は、空港を安全に供用できるよう、ハード面では空港施設の点検を

計画的に実施し、ソフト面では空港の運用を担う職員及び関係者への継

続的な教育や情報共有を行うとともに、自然災害等の非常時に備えた訓

練を実施している。 

東京消

防庁 

救急相談センター

（＃7119）の取組に

ついて 

センターは、その創設以来、継続的な普及活動により認知度が向上

し、救急相談件数も右肩上がりで増えてきており、救急車需要の増加対

策の一つとして都民に浸透してきている。 

 

交通局 
資産の利活用につい

て 

局は、都の施策と連動しながら、社会貢献の視点を踏まえた様々な取

組を行うとともに、土地・建物等の資産の利活用により、関連事業収益

を増加させている。 

 

水道局 

施設維持管理等にお

けるデジタル技術の

活用について 

局は、熟練職員の確保に課題がある中、薬品注入業務では薬品注入管

理支援システムを活用するとともに、事故対応のために VR機器を用いた

訓練を行うなど、業務の DX推進に計画的に取り組んでいる。 

下水道

局 

区部下水道管路施設

における安全･安心

対策について 

局は、経営計画に基づく計画的な下水道管路施設の点検調査や、都民

からの苦情等に迅速に対応した管路施設の臭気・道路陥没対策などに、

政策連携団体や民間事業者と連携しながら、適時に取り組んでいる。 

 

 

 

 

教育庁 
グローバル人材の育

成について 

庁は、グローバル人材の育成に向け、基盤となる英語力向上について

は、オンライン英会話事業や外部検定試験を活用した英語授業の改善等

を行うとともに、生徒の思考力育成や世界の一員たる自己の確立、多文

化共生精神の涵養
かんよう

については、各校の特色ある取組の支援等を行い、そ

の裾野拡大に取り組んでいる。 
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監査委員の所見 

関連する 

指摘事項等 
頁 

指摘 

意見 

・ 

要望 

計 

今後も局は、安全かつ安定的な空港の供用を継続するため、安全推進委員

会や安全管理委員会における連携のもと、離島港湾部及び全都営空港が各施

設の運営及び維持管理に関する知識・スキルの継承を組織的に行い、安全管

理体制の一層の充実を図るとともに、自然災害に起因するインフラ機能喪失

などへの事前の備えを確実に実施し、災害発生時においても交通拠点として

の役割を着実に果たしていくことが必要である。 

 

1 - 1 195 

今後も庁は、救急搬送が必要な都民へ確実にサービスを届けるとともに、

都民の救急相談ニーズに的確に応えるため、看護師による相談受付体制を強

化するなど、センターの体制の整備や質の向上に継続的に取り組んでいくこ

とが必要である。 

- - - - 

都民の足である都営交通事業の持続可能な経営基盤を維持するためにも、

今後も局は、様々な社会の変化に適切に応じた活用方法の見直しを行いなが

ら、より一層資産の利活用による収益確保を図っていくことが必要である。 1 3 4 211 

薬品注入業務における注入率の決定など最後の判断を下すのは職員である

ことから明らかなように、局は、薬品注入業務や点検などの施設維持管理に

ついて、実務を通じての継続的な技術承継により、東京都の水道を支える次

世代の熟練職員を着実に育成していくことが必要である。 

- - - - 

令和 7年 1月には、埼玉県内で下水道管路に起因する大規模な道路陥没事

故が発生しており、今後、区部公共下水道管路の老朽化の割合が高まるとと

もに、人材の確保も厳しい状況が見込まれる中、引き続き都民に対し安定的

かつ安全な下水道サービスを提供していくことが求められる。 

局は、安全で確実な維持管理を行うため、先端技術を活用した効果的な手

法の技術開発も進めながら、予防保全を重視した下水道管路の維持管理の取

組を、より一層効率的かつ効果的に行っていくことが必要である。 

3 - 3 248 

今後、庁は、学校間で利用状況に差異の見られる在宅によるオンライン英

会話の受講促進を図ることなどにより、事業の効果的な実施に向け努力する

ことが必要である。また、適切なタイミングでこれまでの事業を振り返り、

その成果を都民に示すとともに、客観的な評価に基づいて必要な事業の改善

充実を行うなど、グローバル人材の育成に引き続き取り組んでいくことが期

待される。 

1 - 1 263 

（注）重点監査事項を設けていない局は以下のとおり。 

政策企画局、財務局、生活文化局、都民安全総合対策本部、スポーツ推進本部、会計管理局、警視

庁、選挙管理委員会事務局、人事委員会事務局、監査事務局、労働委員会事務局、収用委員会事務

局、議会局 
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３ 指摘事項等の概要 

（１）局別指摘事項等の状況 

指摘事項等の件数は、６６件であり、前年度の６３件と比べ、３件の増となってい

る。また、指摘事項等の対象となったのは１７局であり、前年度の１５局から、２局

増えている。 

局別指摘事項等について、指摘事項等を財務会計事務の分類別に区分した内訳は、

表３のとおりである。 

その他、局別指摘事項等一覧は別表３（p.283-286）、区分別指摘事項等一覧は別表

４（p.287-291）、指摘事項等の区分別件数は別表５（p.292）のとおりである。 

 

（表３）局別指摘事項、意見・要望事項の件数 

No. 局 
指摘事項等 

指摘 
事項 

意見 
・ 
要望 
事項 

合計 
（参考） 
令和 6年 
合計件数 歳入 歳出 財産 その他 

1 子供政策連携室    1  1 1  

2 総務局  2   2  2 2 

3 デジタルサービス局  3   2 1 3  

4 主税局 9    8 1 9 2 

5 生活文化局 1 1   2  2  

6 都市整備局    2  2 2 5 

7 環境局    1 1  1 1 

8 福祉局 1 9 1  11  11 10 

9 保健医療局 1 1  1 3  3 4 

10 産業労働局 1 2   3  3 2 

11 中央卸売市場   2  1 1 2 5 

12 建設局    2 2  2 6 

13 港湾局  1  1 2  2 2 

14 東京消防庁        1 

15 交通局  3 5 1 6 3 9 6 

16 水道局  2  1 3  3 2 

17 下水道局  4   4  4 5 

18 教育庁 2 2 2 1 5 2 7 10 

合計 15 30 10 11 55 11 66 63 
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（２）主な指摘事項等 

監査の結果、局等に対して指摘又は意見・要望した事項の中から、都民の利便性向

上や安全・安心の確保に資するもの、経費の削減や収入の確保につながるもの等、都

民にとって身近なものとなる指摘事項等を中心に選定している。 

 

 

 

 

                教育庁p．271                         

 

教育庁は、生徒のスポーツ・文化芸術活動の機会を確保するとともに、教員の負担軽

減を図るため、「学校部活動及び地域クラブ活動に関する総合的なガイドライン（令和５

年３月東京都）」を作成し、地域におけるこうした活動の指導者などを外部指導者として

活用することとしている。この外部指導者には、庁が一括して確保する「支援事業委嘱

指導者」と学校が独自に確保する「学校委嘱指導者」とがある。 

庁は、部活動の適切な運営や事故防止等の観点から外部指導者等用の研修動画を作成

し、支援事業委嘱指導者を対象に研修を行っているが、研修動画の内容は事故防止等に

重要であることから、広く学校委嘱指導者にも研修を受講させることが望ましい。 

そこで、外部指導者の研修方法を検討するよう要望した。 

 

 

                    

 

 

  保健医療局 p．138 

 

保健医療局は、病院が電子カルテシステムを導入する際に補助金を交付しており、実

施要綱では、導入後１年以内に医療機関等が運営する地域医療ネットワーク等に参加す

ることを定めている。 

しかしながら、令和５年度の補助実績について令和６年１０月３１日時点での参加状

況を調査したところ、対象２７病院中１７病院で地域医療ネットワーク等への参加が確

認できず、過年度分を含めて未参加の病院に対して改善を求めていなかった。 

そこで、補助対象病院の地域医療ネットワーク等への参加状況を確認し、未参加の病

院をこれに参加させるよう求めた。  

部活動に係る外部指導者への研修方法を検討するよう要望した。（意見・要望事項） 

補助事業実施要綱で条件としている地域医療ネットワーク等への参加について、その

状況確認を適切に行わず、参加が確認できない病院が認められたため、是正・改善を求

めた。（指摘事項）【重点監査事項関連】 
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                 交通局p．222                         

 

交通局は、一般財団法人東京都営交通協力会（以下「協力会」という。）に対し、都営

地下鉄全１０６駅のうち２２駅３８か所で物販店や軽飲食店などの専門店舗区画の使用

許可を行い、協力会が各出店者への業務委託を行っている。 

ところで、店舗の営業状況を確認したところ、一部の区画では店舗が入っていないに

もかかわらず、協力会のホームページでは「出店公募は行っていない」と掲載されてい

た。また、最大で３年以上出店がないままの区画もあった。 

そこで、協力会によるテナント誘致活動と並行して、空き店舗の状況をホームページ

で広く公表するなど、出店需要の発掘に努め、出店がない期間を最小限とするための取

組を協力会と連携して進めるよう要望した。 

 

 

 

          

    主税局 p．57 

 

主税局は、居住者用の駐車場を含む住宅用家屋の敷地について、地方税法（昭和２５

年法律第２２６号）に基づき、「住宅用地」として認定し、住宅用地のうち、住宅１戸あ

たり２００㎡までの部分については「小規模住宅用地」として課税標準額を固定資産税

では６分の１、都市計画税では３分の１まで軽減している。 

この小規模住宅用地の認定について確認したところ、５か所の土地について、駐車場

の一部又は全部が居住者用ではなく小規模住宅用地に該当しない月極駐車場であったた

め、約６５万円の課税不足が生じていた。 

そこで、小規模住宅用地の認定を適正に行うよう求めた。 

 

 

 

 

 

  

小規模住宅用地の認定において、該当しない月極駐車場を含む事例が認められたため、

是正・改善を求めた。（指摘事項）【重点監査事項関連】 

（指摘事項） 

駅構内の空き専門店舗区画について、関連団体と連携して出店がない期間を最小限とす

る取組を進めるよう要望した。（意見・要望事項）【重点監査事項関連】 
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            港湾局 p．197 

 

港湾局は、豊洲－晴海間の春海運河上に残存している旧晴海鉄道橋について、本橋の

歴史的な価値を残し海上公園の一部として保存するため、橋梁部の遊歩道化工事を行っ

ている。 

また、東京都工事施行規程（昭和４６年東京都訓令甲第１５号）は、二会計年度以上

にわたる工事について、①工期変更、②重要な構造・工法及び位置の変更、③変更見込

金額が大きい場合を除く工事では、各年度末及び工期末にそれぞれ、それまでの分をま

とめて工事変更手続を行うことができるとしている。 

ところで、本工事について見たところ、二会計年度にわたる工事であり、かつ、令和

６年度中に工事変更の必要が生じていたにもかかわらず、令和６年度末までに必要な工

事変更手続を行っていなかった。 

そこで、工事監督事務や工事変更手続を適正に行うよう求めた。 

 

 

 

 

                 下水道局p．248                         

 

公道で事業者が路面掘削を伴う工事を行い、周辺でも他企業が競合する工事を行う場

合、道路管理者や他企業との協議により、事業者は路面を仮復旧に留め、競合する他企

業がそこを含めて本復旧を行うことがある。その際、本復旧に係る費用について、協議

により事業者負担分を、本復旧を行った他企業に負担金として支払うことになる。 

ところで、下水道局の管きょ維持補修工事（複数単価契約）について見たところ、局

は、受注者が本復旧工事を実施したものとして、受注者に工事単価と実際の施工内容と

異なる数量を組み合わせた工事内訳書を作成させて工事代金を支払い、受注者から本復

旧を行った他企業に負担金を支払わせていた。 

そこで、他企業への負担金の支払について、局は、ガス供給管新設工事に関して、直

接他企業との間で負担金を支払う協定をあらかじめ締結していることから、同様の協定

等による支払を検討するなど、適切なルール作りをし、負担金の支払を適正に行うよう

求めた。 

路面の本復旧工事に係る負担金の支払を適切に行っていない事例が認められたため、改

善を求めた。（指摘事項）【重点監査事項関連】 

東京都工事施行規程に定める工事変更手続を適正に行っていない事例が認められたた

め、改善を求めた。（指摘事項） 
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４ 局別監査結果 
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子 供 政 策 連 携 室 

 

１ 重点監査事項 

 「子供の意見を反映した遊び場の創出について」 

 

【選定理由】 

 室は、子供や子育て家庭が直面する複雑化・複合化した課題に対し、分野横断的視点から企画・調整

機能を発揮するとともに、子供に関する実態調査や国内外の先進事例の調査・研究等により課題を抽出

し、既存の枠組みに捉われない組織横断的な取組や政策分野の垣根を超えた先進的な取組を推進してお

り、関係局からなる推進チームを立ち上げている。 

組織横断推進チームによる 10件のリーディングプロジェクトのうち、「子供の笑顔につながる「遊び」

の推進」プロジェクト内の事業である「子供の遊び場等整備事業」は、令和 5 年度から新規に実施した

補助事業である。 

その内容は、区市町村が、子供の意見を踏まえて、子供の遊び場等の基盤を整備する事業を、都が支

援することにより、子供の「遊び場」を創出し、「遊び」を通じた子供の健やかな成長を育むことを目

的としている。 

 本事業は、子供の意見を踏まえて、プレーパーク（注）やボール遊び場などの子供の遊び場等を整備

する区市町村を支援する事業である。 

令和 5年度に採択した 6区市町村の実施計画書によると令和 5年度にアンケートやワークショップを

経て設計を行い、令和 6年度以降に整備等を行うとしており、遊び場等が整備されたこの機会を捉え

て、補助事業の効果検証等について確認する必要があるため、重点的に監査する。 

 

（注）大人が用意した遊びのプログラムや既存の遊具ではなく、泥遊び、ロープブランコ、たき火、工作、スライダ

ー、落葉プール等の子供の手で作り変える遊びができる遊び場 

 

【着眼点】 

① 室は、補助事業に係る事務手続を適正に行っているか（合規性） 

② 室は、区市町村が行う遊び場における運営人材の確保など、持続可能な運営体制について、適切に 

確認を行っているか（有効性） 

③ 室は、遊び場整備後においても区市町村が子供の満足度を把握し、より効果的な事業となるよう見 

直しを行う際、これに応じていく仕組みを整備しているか（有効性） 

 

-17-



  

 

【結果の概要】 

1 補助事業に係る事務手続について 

(1) 「子供の笑顔につながる「遊び」の推進」プロジェクト 

室は、東京都こども基本条例（令和 3 年東京都条例第 51 号）に基づき、子供目線に立った政

策を充実していくため、子供の意見を聴き、子供が伸び伸びと健やかに育つことができるよう、

区市町村等と連携して子供が過ごしやすい遊び場づくりなど環境の整備を図っている。 

組織横断推進チームによる 10 件のリーディングプロジェクトの 1 つである「子供の笑顔につ

ながる「遊び」の推進」プロジェクトとは、子供が伸び伸びと遊び、他者との交流を通じて多様

な体験ができる環境づくりに向け、多面的な取組を推進するものである。 

このプロジェクトの目的は、子供は「遊び」を通じて様々なことに挑戦し、多様な経験をする

ことによって、実社会で生きる力を育んでいくため、子供が健やかに成長していけるように「遊

び」の環境を整備することである。 

室が策定した、子供目線で捉え直した政策の現在地と、子供との対話を通じた継続的なバージ

ョンアップの指針となる「こども未来アクション」によると、「子供の笑顔につながる「遊び」

の推進」プロジェクトの概要は図 1のとおりであり、表 1のように政策強化の方向として 4つの

テーマを設定し、取組を行っている。 

 

（図 1）「子供の笑顔につながる「遊び」の推進」プロジェクトのスキーム 

 

（出典：こども未来アクション 2024） 

（表 1）政策強化の方向と取組事例 

政策強化の方向 取組事例 

子供の意見を反映した遊び場づくりの

推進 
子供の遊び場等整備事業（区市町村支援事業） 

「遊び」を通じた多様な体験機会の充実 ・ 子供の「遊び」推進プロジェクト（注）における子供の「遊

び」体験イベント、プレーリーダー研修の実施（子供の「遊び」

推進プロジェクト支援業務委託） 

・ 子供の遊び体験創出事業（区市町村支援事業） 

子供の「遊び」を支える人材の育成 

子供の「遊び」に対する地域社会への理

解促進 
映像やインフルエンサーを活用し、「遊び」の重要性を広く発信   

（こども未来アクション 2024を基に作成） 

（注）NPO 法人等が主催する出張プレーパーク等、子供の身近な場所で多様な遊びを経験できる「遊び」体験イベント 
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(2) 子供の遊び場等整備事業 

ア 補助事業の概要 

「子供の遊び場等整備事業」は図 2及び図 3のとおり、子供の意見を踏まえて、プレーパーク

やボール遊び場などの子供の遊び場等を整備する区市町村へ補助金を支出し支援する事業であ

る。 

対象事業（図 2参照） 

・ 「遊び場」として、子供であれば誰でも無料で遊ぶことができる屋外又は屋内施設を主と

して整備 

・ 「学び」「居場所」「相談場所」又は「インクルーシブ」のうち、1つ以上の機能を持った

施設を併せて整備することもできる 

・ 事業を実施するに当たっては、子供の意見を聴いて「遊び場等」の整備内容に意見を反映

させること 

補助額の概要（図 3参照） 

・ 補助期間：最大 3か年、補助申請：単年度ごと、補助上限額：1億円、補助率：10/10 

・ 対象区市町村は令和 7年度採択区市町村まで 

 

（図 2）子供の遊び場等整備事業のスキーム 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：子供政策連携室ホームページ） 

（図 3）予算・補助額概要  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）（）は予算額・予定額       （出典：子供政策連携室区市町村向け説明資料） 

 

-19-



  

 

イ 子供の意見を反映しているか 

補助事業に係る事務手続を適正に行っているかという観点から、補助要件となる遊び場づくり

に子供の意見を反映しているかを確認したところ、各区市町村は①ヒアリングの実施、②近隣小・

中・高等学校への出前授業、③ワークショップの開催といった様々な手法であらゆる子供（障害

のある子・ない子、異なる年代）のニーズを把握し、子供から遊び場づくりの提案を募ることに

よって遊び場づくりに参画させていた。 

具体的には、①近隣の障害者施設・児童館・保育施設・小学校等の子供・施設職員・保護者へ

の聞き取り、地域交流イベント・出張プレーパーク等における参加者への聞き取り、中高生向け

WEBアンケート等、②よりよい遊び場とするための提案作文の募集等、③設計図面や模型を活用

した説明、参加者による遊び場看板デザインの作成等の取組を行っていた。 

これらの取組により、子供の意見を反映した遊び場創出の検討・整備を行っていることを実績

報告書、現地調査等により確認した。 

 

（表 2）子供の意見を反映した整備事例 

 区市町村 子供の意見 令和 6年度整備内容（整備予定の内容を含む） 

a 墨田区 
「滑り台が欲しい」 

「走り回れる広場が欲しい」 
インクルーシブ遊具（注）の導入、広いスペース確保 

b 墨田区 「ボール遊びがしたい」 防球ネットと壁当てウォールのあるボール遊び場 

c 世田谷区 

「みんなのたまり場」「雨の日

にゲームできる家」「とがって

いると危ないため柱は丸く」 

柱の一部に丸太を用いた「リーダーハウス」設置 

d 小金井市 「日陰が欲しい」 
車椅子に乗ったままで手入れできる菜園付近に、令

和 7 年度果樹が育つパーゴラを整備予定  

（注）障害の有無や年齢、性別に関係なく、誰もが安全に楽しく遊べるように設計された遊具。例えば、姿勢制御機能に

障害がある子供が、安全に振動を楽しめるトランポリンやブランコ、スロープがついた滑り台、車椅子を使用したま

ま遊べる回転遊具などがある。 

 

a 大横川親水公園（旧さざんか児童遊園部分）   b 東墨田第一公園 

 

   

 

 

 

 

 

         

         （出典：監査事務局視察写真）        （出典：墨田区公式ホームページ） 
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c 砧あそびの杜プレーパーク          d 梶野公園 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：子供政策連携室視察写真）            （出典：監査事務局視察写真） 

 

ウ 整備の特色 

表 3のとおり、各区市町村は事業テーマを設定の上、整備の特色を実績報告書等で申告してお

り、令和 5年度に 6区市町村、令和 6年度には新たに 8区市町村が採択された。この採択された

14 区市町村の令和 6 年度補助対象箇所について確認したところ、インクルーシブに配慮した遊

び場の設計・整備をしており、具体的な事例としては、段差をなくすためのスロープ、転倒時の

衝撃を和らげるゴムチップ舗装、インクルーシブ遊具、車椅子に乗ったままで手入れできる菜園

等の整備等を行っていた。 

  

子供の遊び場等整備事業補助要綱に係る交付申請、実績報告書等の関係書類により、各区市町

村の整備の特色や補助対象経費の内訳等を確認したところ、事務手続に問題点は見受けられなか

った。 

 

以上のことから、補助事業に係る事務手続を適正に行っていることが認められた。 
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（表 3）区市町村別補助額・事業テーマ・整備の特色               （単位：千円） 

区市町村 

補助額 

事業テーマ 

整備の特色（注） 

令和 5年度 令和 6年度 

プ
レ
ー
パ
ー
ク 

ボ
ー
ル
遊
び
場 

学
び 

居
場
所 

相
談
場
所 

イ
ン
ク
ル
ー
シ
ブ 

港区  44,100 
夏場や雨の日でもいつでも子どもが遊ぶこ

とができる遊び場と地域の交流拠点づくり 
  〇 〇 〇 〇 

墨田区 100,000 100,000 

子供の「遊び・居場所・インクルーシブ」

を重点とする地域交流の拠点となる公園等

再整備プロジェクト 

 〇  〇  〇 

目黒区 16,609 8,152 子どもの居場所・学びの場となる公園整備   〇 〇  〇 

大田区  38,500 
こどもや子育て世代目線でニーズに応え

る、公園遊び場創出プロジェクト 
 〇 〇 〇  〇 

世田谷区 10,167 40,871 砧地域外遊び拠点事業 〇  〇 〇 〇 〇 

渋谷区  22,004 多様な意見を取り入れた魅力ある公園整備  〇 〇 〇  〇 

中野区  97,329 

子どもが主役の遊び場と地域交流を創り出

す常設プレーパーク整備事業、子どもから

大人まで楽しめる‟魅力ある公園づくり” 

〇  〇 〇 〇 〇 

足立区  20,729 
「ぼうけんハウス」設置による、子どもた

ちの居場所機能の拡充 
〇  〇 〇 〇 〇 

八王子市  869 
あらゆる子供が遊びや体験を通じ、コミュ

ニティ形成のきっかけとなる場づくり 
〇  〇 〇 〇 〇 

小金井市 11,253 36,795 
市立公園を活用した共生社会実現のための

子どもの遊び場づくり事業 
  〇 〇  〇 

日野市 3,982 11,264 
遊びを核としたインクルーシブなコミュニ

ティ形成の場づくり 
〇 〇 〇 〇  〇 

国立市 9,900  100,000 

多世代にわたる子どもたちの遊び場充実の

ための新たな子育て・子育ち支援拠点の 

整備 

  〇 〇  〇 

東久留米市  23,749 
こどもとともにつくる安全・安心なこども

の遊び場・居場所づくり事業 
 〇 〇 〇  〇 

三宅村  99,946 三宅村ふれあい児童公園整備事業  〇 〇 〇  〇 

（こども未来アクション 2024・2025、各区市町村の実績報告書を基に作成） 

（注）図 2 のとおり、「プレーパーク」「ボール遊び場」は遊び場の例であり、「学び」「居場所」「相談場所」 

「インクルーシブ」は機能を示しているため色分けをしている。 
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2 遊び場における運営人材の確保など持続可能な運営体制について 

(1) 「子供の遊び場に関するアンケート調査」の実施 

令和 5年度に室が実施した「子供の遊び場に関するアンケート調査」では、プレーパークなど

の遊び場でプレーリーダー（注）等子供を見守る人の人材不足や高齢化、人材育成の課題が明ら

かとなった。 

（注）子供が自ら遊び育つ環境づくりの知識と技能を備え、多様な人が参画できる子供を中心とした遊び場をつ

くる人のこと 

(2) 人材育成研修の実施及び人材確保・育成を目的とした広報 

子供が多様な「遊び」を体験できるイベントである、子供の「遊び」推進プロジェクト（図 4

参照）に参加する団体に対し、室は、プレーリーダー研修を実施しており、適切に研修が行われ

ていることを令和 6年度研修報告書等から確認した。 

また、研修内容をまとめたテキストを令和 6年 2月に作成し、ホームページで公開している。 

令和 7年 3月にはテキストを改訂し、セーフガーディング（叩いたり蹴ったり身体的な暴力はし

ない、必要ない場面で子供の身体を触らないなど）の項目を入れ、「身体的・心理的・性的な虐

待」から子供を守ることへの配慮をしている。 

その他、若年層や子育て世代に訴求力のある著名人を起用した動画を公開するなど、新たな人

材の確保・育成に向けた積極的な広報活動も行っている。 

（表 4）令和 6年度子供の「遊び」推進プロジェクト参加団体・研修実施状況 

参加団体（11団体） 研修実施状況 

NPO 法人 こがねい子ども遊パーク 
〇 座学研修（2 日間） 

・ 143 名参加 

・ 研修会場及びオンライン配信（後日アーカ

イブ配信）での実施 

・ 研修内容は、「遊びの意義と子供の発達」、

「インクルーシブな遊び場づくり」、「子供

への関わり方」、「遊び場における危険管理」

などについてグループワークも交えて実施 

〇 実地研修（2～3 時間） 

・ 109 名参加 

・ プロジェクト開催日 2～3 週間前に開催場

所にて実施 

・ 事前に開催場所を点検しながら、遊びへの

関わり方や危険管理について認識を共有 

こどもと大人の地域活動「たのつく」 

一般社団法人 まごじば 

昭島市立光華小学校 学校サポートチーム 
「あそびまくり」 

えのきど遊人（あそびと） 

一般社団法人 探求あそび場づくりの輪 

NPO 法人 野外遊び喜び総合研究所 

石神井・冒険遊びの会 

善福寺プレーパークの会 

プレイフルいたばし 

NPO 法人 くにたち農園の会 

 

(3) 子供の遊び体験創出事業 

令和 6年度には、プレーリーダー等の人材育成や安全対策など、遊び場の質の向上に取り組む

区市町村のプレーパーク開催経費を助成する「子供の遊び体験創出事業」（図 4参照）を実施し

ている。この事業は、プレーリーダー等の配置や研修を必須要件とすることで、新たな人材の確
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保・育成を図っている。具体的な補助対象は、プレーリーダー等の人件費等であり、遊び場の運

営体制継続に向けた財政的支援となっている。この事業の支出状況を実績報告書等から確認し、

遊び場の運営体制継続に向けた財政的支援を行っていることが認められた。 

 

（図 4）子供の笑顔につながる「遊び」の推進プロジェクト 年次計画・実施状況 

 （出典：こども未来アクション 2024・2025 より一部抜粋） 

以上のことから、室は、遊び場に関するアンケート調査、人材の確保・育成のための広報及び遊

び場の運営体制継続に向けた財政的支援を行っており、区市町村が運営人材を適切に確保し持続可

能な運営体制を構築できるよう、支援していることを確認した。 

 

3 遊び場整備後におけるより効果的な事業となるような見直しについて 

(1) 子供の未来を育む「体験活動」推進区市町村支援事業（「遊び」特別推進枠） 

室は、上記アンケート調査やプロジェクトの結果を踏まえ、「子供の遊び体験創出事業」を再

構築した「子供の未来を育む「体験活動」推進区市町村支援事業（「遊び」特別推進枠）」（図

4参照）を令和 7年度から実施している。この事業では、「子供の遊び体験創出事業」では単年

度であった補助対象期間を 3か年とし、継続的な財政支援や進捗管理、好事例展開、相談対応な

どの伴走支援を行うとしている。 

このように室は、遊び場づくりだけではなく、遊び場の持続的な運営を目指した補助制度を再

構築することで、区市町村への継続的なサポートを行い、区市町村が子供の満足度を把握した上

で行う見直しを継続するよう促している。 

 

(2) 遊び場整備後の現地調査及び事例集の作成 

室は、「子供の遊び場等整備事業」による整備後の現地調査を行った上で利用者の意見を聞き

取り、視察報告書にまとめている。視察報告書には「この場所ができて良かった」「あったかい」

「ほとんど毎日来ている」といった子供の意見があり、プレーリーダーからも「プレーパークの

課題解決に当たり、大きな役割を果たしている」と補助事業を評価する意見があった。 

室は、遊び場の整備内容や整備の過程が優れている事例を事例集としてホームページに掲載し

ており、毎年更新する予定のため、その際、現地調査時の利用者ヒアリングや区市町村による整

備後のアンケートの内容についても追加で掲載することを検討しているとしている。 
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以上のことから、室は、遊び場の持続的な運営に関する補助事業を再構築していることや、整備

後の事後検証を行った上でヒアリング内容を事例集として広報に活用予定であることを確認し、区

市町村が子供の満足度を把握した上で行う見直しを継続するよう促し、整備後においても効果検証

を行い、より効果的な事業となるよう取り組んでいることが認められた。 

（表 5）区市町村による整備前後の満足度アンケートの事例 

（令和 6年度補助対象である目黒区油面公園内「広場」） 

（単位：％、ポイント） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）整備後アンケートの集計方法 

・ アンケート周知方法：イベントでのビラ配布、公園現地掲示、目黒区公式ホームページ 

・ 調査期間：令和 7 年 3 月 22 日から同年 5 月 19 日まで 

・ 回答数：45 件 

 

 

【監査委員からの所見】 

室は、子供の笑顔につながる「遊び」の推進プロジェクトにおいて、子供の意見を遊び場等整備

事業へ反映し、遊び場整備後においても自主的に遊びの取組を継続して実施できるよう、区市町村

や地域の NPO法人等を支援している。 

今後も、子供が伸び伸びと遊び、他者との交流を通じて多様な体験ができる環境づくりに向け、

子供の意見を生かしながら、子供が健やかに成長していけるよう、子供目線に立った政策を充実さ

せていくことが期待される。 

満足度アンケート 

 整備前 整備後（注） 増減 

満足 33.5  46.7 13.2 

やや満足 34.5  33.3 △   1.2 

やや不満 18.3  15.6 △   2.7 

不満 9.5  4.4 △   5.1 

無回答 4.2  0.0 △   4.2 
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 ２ 指摘事項等 

［意見・要望事項］ 

（その他） 

（１）「こどもスマイルムーブメント」ホームページの絞込検索機能について 

企画調整部は、令和３年度から企業、NPO法人、大学・学校等幅広い主体の連携により「チル

ドレンファースト」の社会を創出する「こどもスマイルムーブメント」事業を実施しており、

これらの主体が、「子供の目線を大切にした取組」を推進し、子供を大切にする社会気運の広が

りを目指している。 

そこで部は、「こどもスマイルムーブメント」専用ホームページ（以下「ホームページ」とい

う。）を開設し、その管理・運用や機能改善について、表１の契約により委託している。 

また、別途委託契約により、事業への参画企業等を募り、企業等と他団体等との協働（コラ

ボレーション）を促進するためのマッチングや、取組の取材記事等の作成を行っており、今後

もコラボレーション活動についてさらに拡充を図るとしている。 

部は、ホームページ内、次の図の「参画企業・団体の活動レポートを探す」ページで参画企

業等の活動レポートを検索し、表示できるようにしている。 

この絞込検索を行うと、次の状況であることが認められた。 

 

ア 企業等が他団体等とコラボレーションした活動レポートは、図・表２団体区分①検索結果

のとおり、合計３件が存在している。 

しかし、団体区分②の「企業」を選択すると、１件存在するにもかかわらず表示されな

い。 

また、団体区分③の「NPO／団体」を選択すると２件存在するにもかかわらず、１件のみが

表示される。 

部は、検索表示されなかった活動レポートについて、それぞれ企業・団体が中心となった

コラボレーション活動ではないため、「企業」、「NPO／団体」を選択しても検索できない設定

であるとするが、都民目線に立つと分かりにくい設定である。 

 

イ 活動レポートの属性は、企業等が他団体等とコラボレーションした活動レポート、中学生

リポーターが取材した活動レポート、企業等単独の活動レポートの３種類であるにもかかわ

らず、選択肢が２種類（図の四角囲み部分参照）となっているため、企業等単独の活動レポ

ートに絞り込むことはできない。 

部は、令和６年度に中学生リポーターの記事を掲載するに当たり、検索項目を増やす必要

が生じたため、表３のとおり、「コラボレーションの活動レポート」及び「中学生リポータ

ー」の選択肢を選択できるよう改修することを表１契約の受託者へ指示した。その結果、部
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の目的に即した機能改修が行われたものの、絞込検索機能の使いやすさという観点から、監

査日（令和７年５月２３日）現在、改善の余地がある。 

 

部は、コラボレーション活動についてさらに拡充を図るとしていることから、ホームページ

の絞込検索機能について、より利用者が使いやすくなるよう検討し、対応することが望まれ

る。 

（子供政策連携室） 

 

（表１）契約の概要                            （単位：円） 

契約件名 契約期間 委託内容 契約金額 

令和 6 年度こどもス

マイルムーブメント
プラットフォーム管
理運用等業務委託 

令和 6.4.1 
～令和 7.3.31 

こどもスマイルムーブメントプラットフ

ォーム（ホームページを含む）の管理・保
守運用、コンテンツの更新、機能改善等 

79,959,000 

 

（図）「参画企業・団体の活動レポートを探す」ページの状況 

① ② ③ 
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（表２）団体区分ごとの検索結果 

団体区分 検索結果 

① 

3件表示： 

・ 幼稚園×株式会社×株式会社（学校×企業） 
・ 団体×一般社団法人 

・ 幼稚園×団体（学校×団体） 

② 参画企業・団体の活動レポートは見つかりませんでした。 

③ 1件表示：団体×一般社団法人 

 

（表３）改修内容 

改修前 改修後 

〇 項目名：参画企業・団体同士がコラボレーシ
ョンした活動レポートから探す 

・ すべて 
・ コラボレーションの活動レポート 

（複数の選択肢から一つだけ選択するためのボタン） 

〇 項目名：活動レポートの種類から探す 

・ コラボレーションの活動レポート 

・ 中学生リポーター 
（複数の選択肢から複数を選択するためのボタン） 

 

-28-



 

 

 

総 務 局 

 

１ 重点監査事項 

 「総務事務センターの運営について（デジタル技術の活用）」 

 

【選定理由】 

 局は、これまで各局、各部、各課それぞれで重層的に処理していた給与・旅費等の総務事務を集約して集

中処理することで、職員が政策立案等イノベーティブな業務に注力できる環境を整備することを目的とし

て、令和 3年 3月に総務事務センターを設置している。 

 また、総務事務センターは、「未来の東京」戦略において、「都庁デジタルガバメントプロジェクト」で

の「DX推進体制の構築」のうちの 1事業として位置付けられている。 

 総務事務センターは、総務事務センター設置運営要綱（令和 3年 2月 24日付総務局長決定）に基づき人

事部に設置された組織であり、都職員及び運営業務委託の受託者とで運営されている。受託者は都職員から

の申請・届出の受付から審査、都職員からの問合せ対応等処理の基幹部分を担い、局は、受託者の業務の進

行管理・指導や受託者からの納品物の審査・決裁処理、集約事務の更なる事務改善や総務事務センターのサ

ービス向上の検討等を行っている。 

総務事務センターの運営開始から 4年を経過した機会を捉えて、総務事務の集約に当たって、業務のデジ

タル化を図り、制度や運用の見直しが行われているか、総務事務センターの運営が適切に行われているか確

認する必要がある。 

以上のことから、総務事務センターの運営を重点監査事項に選定し、事業が適切に行われているかについ

て監査する。 

 

【着眼点】 

① 総務事務センターの委託に係る手続が適正に行われているか（合規性、有効性） 

② 税制等制度改正への対応などについて受託者への局の指導監督は適切に行われているか（合規性、効率

性、有効性） 

③ 総務事務の集約に当たって、業務の効率化に資するよう、デジタル化の推進や制度・運用の見直しを適

宜行っているか（経済性、有効性） 
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【結果の概要】 

局は、各局、各部、各課の事務担当者が重層的に処理していた諸手当等、税徴収、社会保険、福利厚生等の

総務事務の効率化を図るため、令和 3 年 3 月に総務事務センター（以下「センター」という。）を設置し、

職員がオンラインによって行う各種申請・届出をセンターへ集中させることにより集約を進めてきた（図参

照）。 

 

（図）センターの仕組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典】総務局人事部資料を基に監査事務局で作成 

 

 センターが行う総務事務処理の対象者は、公営企業局 3 局、警視庁、東京消防庁及び学校職員（教育職、

事務職）を除く知事部局等の常勤職員（約 23,000人）、会計年度任用職員（約 12,000人）等合わせて約 35,000

人である。 

局は、センター設置以降、一部の局で扶養・住居手当認定等の事務を先行して移行するなど、段階的に総

務事務の集約を進め、令和 7年 7月の日またぎ確定払旅費に係る事務の移行をもって、集約が完了した。 

また、局は、各種申請の受付等については、委託契約に基づき受託者に行わせるとともに、各種申請の確

認、事故対応等については、令和 6 年 4 月に人事部職員事務課を新設して、受託者を管理監督するとともに

バックアップする体制を取り、センターの安定的な運営を図っている。 

 

センターの運営に係る契約の手続等が適正に行われているか、制度改正への対応等に係る受託者への局の

指導監督は適切に行われているか、また、総務事務の集約に当たって、業務の効率化に資するよう、デジタ

ル化の推進や制度・運用の見直しを適宜行っているかについて、当該契約の関係書類を基に確認したとこ

ろ、監査を行った限りにおいて、契約の手続等における不適正な事項並びに局の指導監督及びデジタル化の

推進等において不適切な事項は認められなかった。 

 

上長 

（課長代理） 

委託事業者 

上長 

（課長） 
本人 担当者 課長代理 給与担当課長 

センター長 

＝総務局人事部職員事務課長 

本人 

①申請 ②確認 ③確認 ⑤確認 ⑥確認 ④受理・処理 

申請者所属課 各部給与担当

課 

①申請 ②確認・処理 ③確認 

各局各部 総務事務センター 

集

約

化

前 

集

約

化

後 

各局各部 
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【監査委員からの所見】 

局は、令和 6年 4月に人事部職員事務課を新設するなどの体制強化も行いながら、令和 7年 7月に残る一

部旅費事務の移管をもって、当初予定していた DX化を伴うセンターへの総務事務の集約・アウトソーシン

グ化を完了するに至った。 

センターの設置による効果を把握するため、令和 6年 10月に職員満足度調査を実施し、センターに対す

る満足度について、職員の実感の指標化を行った（表 1参照）。この調査によって、業務システムの使いに

くさや案内の分かりにくさが浮き彫りとなったことから（表 2参照）、今後は、これらの問題点を解消して

いくことが必要である。 

今後、局は、総務事務に充てていた人材を可能な限り住民サービスや政策立案等に回していくという当初

目的を念頭に、ユーザビリティの向上を目指して、定期的な満足度調査等を活用した継続的な業務改善を図

ること、また、委託業務を適切に管理監督することなどを通して、業務システムの的確かつ安定的な稼働を

達成する必要がある。 

 

（表 1）職員満足度調査における総合満足度・サービス別満足度 （単位：%） 

項 目 満足度（注） 

総合満足度 78.2 

 

サービス別 

申請手続の満足度 74.9 

ヘルプデスクの満足度 76.3 

ポータルサイトの満足度 82.5 

 （注）項目ごとにセンターへの満足度について 5 段階（「とても良い」「良い」「普通」「悪い」「とても悪い」）で回答。

各項目とも「普通」以上の回答が得られた割合を表示 

【出典】契約の成果物に基づき監査事務局で作成 

 

（表 2）職員満足度調査におけるセンターへの改善要望上位 5項目 

改善要望項目 

職員への手続案内の分かりやすさの改善 

総務事務センター申請フォームの使いやすさの改善 

e庶務事務システムにおける申請（給与口座登録・届出事項通知（氏名・住所変更）・年末調整・所得税

扶養控除）の使いやすさの改善 

ポータルサイトの手続案内の分かりやすさの改善 

職員への手続案内の届きやすさの改善 

【出典】契約の成果物に基づき監査事務局で作成 
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２ 指摘事項等 

［指摘事項］ 

（歳出） 

（１）交通誘導員を適正に配置させるとともに道路除草委託契約の積算を適切に行うべきもの 

道路交通法（昭和３５年法律第１０５号。以下「法」という。）第７７条第１項及び第７８条

第１項では、道路において工事又は作業をしようとする者等は、当該行為に係る場所を管轄し

交通の管理を行う警察署長（以下「所轄警察署長」という。）へ、工事等を行う場所や期間、方

法等を申請し、道路使用の許可を受けなければならないとしている。また、法第８０条第１項

及び第２項では、道路の管理者が道路の維持管理のための工事等を行おうとするときは、所轄

警察署長へ時期、方法等を協議すれば足りるとしている。 

このため小笠原支庁は、道路の維持管理で年間を通じて必要となる工事等の一覧を作成し、

法第８０条第１項に基づき、道路の管理者として所轄警察署長に一括で協議し、回答を得てい

る。 

ところで、表１及び図の母島における都道の除草を委託している契約について、履行状況等

を確認したところ、仕様書においては、道路上の作業に当たって「道路工事等協議書（年間一

括）」の協議事項を遵守することとしており、所轄警察署長との協議事項で作業中は必ず交通誘

導員を配置することとされているにもかかわらず、同契約の積算では、直接作業費に交通誘導

員の計上がなく、実際の除草業務においても交通誘導員が配置されていなかったことは適正で

ない。 

支庁は、「道路工事等協議書（年間一括）」の協議事項を遵守して交通誘導員を適正に配置さ

せるとともに、道路除草委託契約の積算を適切に行われたい。 

（総務局） 

 

（表１）道路除草委託契約の概要 （単位：円） 

契約件名 契約金額 契約期間 

道路除草委託（５母の１） 31,306,000 令和 6.2.27～令和 7.3.31 

 

（図）母島の都道（２４１号線） 

 

 

 

 

 

 

                     （出典：国土地理院地図） 
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（歳出） 

（２）委託契約について書面による協議を適正に行うべきもの 

都は、大規模災害時に燃料を確保するため、「大規模災害時における石油燃料確保のための備

蓄等に関する協定」を締結した給油所（以下「指定給油所」という。）で燃料の備蓄を行ってお

り、総合防災部は、指定給油所に対して災害時の連絡体制、給油準備手順、給油実施手順等につ

いて研修及び訓練を実施する業務を表２のとおり委託している。 

また、東京都契約事務規則（昭和３９年東京都規則第１２５号）では、標準契約書が定められ

たときは、当該契約書に準拠した契約書を作成することが定められている。委託契約に係る標準

契約書では、協議は書面により行わなければならないことや、委託者が必要があると認めるとき

は、受託者と協議の上、契約変更を行うことができることが定められている。 

研修について仕様書では、動画形式で研修時間は合計１時間３０分程度、研修内容は①災害時

の報告連絡手順及び給油実施手順等、②発災直後の給油所設備の点検等と定めている。 

ところで、部は、令和５年度に同研修を１時間３０分程度の動画で実施したところ、受講者か

ら１時間以上の動画は長いとの意見があったことから、契約締結後に受託者と協議し、研修は、

本契約で新規に作成する研修動画（４０分程度）の視聴と過去に全指定給油所に配布した訓練

DVDの視聴等とに分けた上で、合わせて１時間３０分程度とするよう指示したとしている。 

しかしながら、部は、書面による協議を行っておらず、契約変更の要否や、当該協議の内容が

確認できない状況であり、適正でない。 

部は、委託契約について書面による協議を適正に行われたい。 

（総務局） 

（表２）契約の概要 

契約件名 令和 6年度東京都指定給油所災害時対応研修及び訓練等に係る業務委託 

契約期間 令和 6.8.10～令和 7.3.31 

契約金額 9,762,500円 

業務内容 

・ 研修（災害時の報告連絡手段、給油実施手順等） 

・ 通信訓練（都、受託者、指定給油所との情報連絡訓練） 

・ 実働訓練（指定給油所における模擬給油訓練） 

・ 非常用発電機実地訓練（指定給油所における非常用発電機を使用した模擬給油訓

練） 
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デジタルサービス局 

 

１ 重点監査事項 

 「GovTech東京との協働による区市町村の DX推進について（デジタル技術の活用）」 

 

【選定理由】 

 局は令和4年9月に「東京のDX推進強化に向けた新たな展開」を公表し、この方針に基づき、これまで推進して

きたデジタル化の歩みを更に加速し、区市町村を含めた東京全体のDX実現へとステージを引き上げるため、「一般

財団法人GovTech東京」（以下「財団」という。）を令和5年7月に設立した。そして、局が東京全体のDX推進を

担う政策企画機能を、財団が高度な専門性を活かしたサービス開発機能を各々分担し、東京全体のDX推進を協働し

ながら牽引していくとしている。 

ところで、「地方公共団体情報システムの標準化に関する法律」（令和3年法律第40号。以下「標準化法」とい

う。）において、地方公共団体は、令和7年度までに児童手当など主要20業務の標準化・共通化を進め、国が提供

するガバメントクラウドへ移行することが目標とされ、また、都道府県は、主に標準化を行う市区町村に対し、必

要な助言等を行うこととされている。 

 この標準化・共通化を進めるに当たり、区市町村においては、行政とデジタルの知識や技術を兼ね備えた人材や

デジタル化を進めるノウハウの不足への対応等が課題の一つとなっている。また、区市町村も含めた東京全体の行

政分野でのDXを進める上では、AIなどの新技術の導入等も課題となっている。 

 そこで、都（局及び財団）は、区市町村と共にCIO（最高情報責任者）協議会を設置し、協議会では、区市町村

が抱える個別の課題や地域の課題等の意見交換を行い、区市町村のニーズを踏まえた上で、区市町村職員のDXに関

する知識の底上げを図る研修やデジタル人材の確保支援、複数の自治体で共通に抱えるデジタルに関連する課題の

解決を図るプロジェクト型伴走サポートなどの事業を、区市町村と都が協働で実施するとしている。また、区市町

村と都が連携し、保育関係の手続をオンラインで完結する「保活ワンストップサービス」を実施している。 

そこで、こうした事業が効率的、効果的に推進されているかについて確認する必要がある。 

以上のことから、財団との協働による区市町村のDX推進について重点監査事項に選定し、事業が適切に行われて

いるかについて監査する。 

 

【着眼点】 

① 財団との協定締結や財団への運営費補助金の支出等は目的に沿って適正に行われているか（合規性） 

② 区市町村職員のデジタルスキル向上など人材育成に対する支援は適切に行われているか（有効性） 

③ プロジェクト型伴走サポートに当たり、区市町村に対し、適切な支援を行っているか（有効性） 
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【結果の概要】 

1 デジタル社会の形成に向けた取組について 

(1) 局と財団について 

令和3年4月、デジタルサービス局は、デジタルの力を活用した行政を総合的に推進し、都政のサービスの質

を飛躍的に向上させるため設置された。令和4年9月、都庁内部の組織強化だけではなく都庁外部の様々なリソ

ースやノウハウを効果的に活用し、内・外の力を組み合わせて新たなサービスを創出する必要があるなどとし

て、「東京のDX推進強化に向けた新たな展開」を公表し、この方針に基づき、令和5年7月、「生活の向上や

首都東京の発展に寄与し、ひいては、日本のデジタル社会の形成に寄与すること」（注）を目的とする財団が設

立された。そして、同年9月の財団のサービス開始に合わせ、都・区市町村・財団が協働で取り組む事業の方針

について協議する「都・区市町村CIO協議会」及び同協議会からの意見等を受けて更に調整や検討が必要な事業

について協議する「都・区市町村DX推進協議会」を開催するとともに、「CIO座談会」を設置し、各区市町村が

抱える個別の課題や地域の課題等について情報共有を図っている（表1）。 

 

（注）財団の定款第3条によれば、「この法人は、都民及び事業者があらゆる活動において、デジタル技術の便益を享受できる社会が

実現されるよう、デジタル技術を活用した公共サービスの推進について、都民等の利便性の向上、地方公共団体の行政運営の簡素

化及び効率化並びに社会経済活動の更なる円滑化を図り、もって生活の向上や首都東京の発展に寄与し、ひいては、日本のデジタ

ル社会の形成に寄与することを目的とする。」としている。 

 

（表1）区市町村協働事業の実施体制 

項目 都・区市町村CIO協議会 都・区市町村DX推進協議会 CIO座談会 

概要 

都、区市町村、財団から提

案される協働で取り組む事

業の方針について協議 

CIO協議会からの意見等を受

けて、更に調整や検討が必

要な事業について協議 

各区市町村が抱える個別の

課題や地域の課題等につい

て、情報共有を図る場 

構成 
都CIO・区市町村CIO・財団

理事 

都局長・区市町村DX推進等

所管部長等・財団理事等 

都CIO・区市町村CIO・財団

理事 

開催実績 

（令和 6 年度） 
6月・10月・2月 6月・3月 11回 

 

また、都と財団は、DX推進に向けた協働事業（以下「DX推進協働事業」という。）の実施に当たり、相互の連

携について必要な事項を定め、相互の役割分担を確認した上で協働体制を構築し、迅速かつ効果的な事業実施の実

現を目的とする基本協定（以下「基本協定」という。）を締結している。基本協定では、都と財団が協働して実施

する事業（以下「都・財団協働事業」という。）を表2のとおり定めている。 
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（表2）都・財団協働事業 

事業 報告書記載箇所 

（1）東京都各局等のDX推進に関する事業 - 

（2）区市町村のDX推進に関する事業 

「3プロジェクト型伴走サポートについて」 

「4 地方公共団体情報システムの標準化・

共通化について」 

（3）デジタル基盤の強化・共通化に関する事業 - 

（4）デジタル人材の育成・職業紹介に関する事業 
「2 区市町村職員のデジタル人材育成に対

する支援等」 

（5）データの利活用の推進に関する事業 - 

（6）その他、DX推進協働事業を達成するために必要な事業 「5 保活ワンストップについて」 

 

(2) 自治体を巡る国の動き等について 

令和3年5月、国では、デジタル社会形成基本法（令和3年法律第35号）、デジタル庁設置法（令和3年法

律第36号）及び標準化法などデジタル改革関連法が公布され、デジタル社会（注1）の形成に関する施策を迅速

かつ重点的に推進するため、デジタル庁が設置された。 

また、総務省が策定した「自治体デジタル・トランスフォーメーション（DX）推進計画【第4.0版】」（令和

7年3月28日）（注2）で示されている自治体の主な取組スケジュールは図1のとおりである。同計画では、住民

と行政との接点（フロントヤード）の多様化・充実化や、情報システムの標準化・共通化といった自治体におけ

る施策を効果的に実行していくためには、国が主導的に役割を果たしつつ、自治体全体として、足並みを揃えて

取り組んでいく必要があるとしている。 

標準化法では、地方公共団体に対し、標準化対象事務（注3）について、標準化基準に適合した情報システム

（標準準拠システム）の利用を義務付けており、「地方公共団体情報システム標準化基本方針」（令和4年10

月閣議決定）において、標準準拠システムへの移行期限は令和7年度末とし、同法では、都道府県が市区町村へ

の必要な助言、情報提供等を実施することに係る努力義務が規定されている。 

 

（注1）デジタル社会とは、インターネットその他の高度情報通信ネットワークを通じて自由かつ安全に多様な情報又は知識を世界的

規模で入手し、共有し、又は発信するとともに、情報通信技術を用いた情報の活用により、あらゆる分野における創造的かつ活

力ある発展が可能となる社会をいう（デジタル社会形成基本法第2条）。 

（注2）令和2年12月25日、総務省は、「デジタル・ガバメント実行計画」（令和2年12月25日閣議決定）における自治体関連の

各施策について、自治体が重点的に取り組むべき事項・内容を具体化するなどして、「自治体デジタル・トランスフォーメーシ

ョン（DX)推進計画」を策定した。なお、令和3年12月24日、「デジタル・ガバメント実行計画」は廃止され、デジタル社会

形成基本法等の規定に基づく「デジタル社会の実現に向けた重点計画」が閣議決定された。 

（注3）児童手当、子ども・子育て支援、住民基本台帳、戸籍の附票、印鑑登録、選挙人名簿管理、固定資産税、個人住民税、法人住

民税、軽自動車税、戸籍、就学、健康管理、児童扶養手当、生活保護、障害者福祉、介護保険、国民健康保険、後期高齢者医

療、国民年金の20事務が政令で定められている。 
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（図1）自治体の主な取組スケジュール 

   

    出典：自治体デジタル・トランスフォーメーション（DX）推進計画【第4.0版】（総務省）抜粋 

 

2 区市町村職員のデジタル人材育成に対する支援等 

(1) 区市町村のデジタル人材の育成・確保について 

区市町村のデジタル人材育成支援等の事業は、都・財団協働事業（表2）のうち「（4）デジタル人材の育成・職

業紹介に関する事業」に当たる。基本協定によれば、都は、デジタル人材育成事業に係る企画調整及び東京デジタ

ルアカデミー（注 1）の推進等の業務を担当し、財団は、デジタル人材育成事業の支援及び GovTech 東京パートナ

ーズ（注2）のサービス提供等の業務を担当する。 

局は、デジタル人材の確保・育成について、財団の設立等を踏まえ、「東京都デジタル人材確保・育成方針ver2.0」

（令和6年3月。以下「本方針ver2.0」という。）（注3）を定め、基本的な考え方や今後の方向性を示している。

同方針によると、財団は、高い専門知識や技術を有するデジタル人材を擁する団体として、局と協働し、区市町村

を含めた東京全体のDXを進める役割を担う。局は、財団と協働することで、情報技術に関する専門的な知見の活

用や行政現場の課題に即した育成カリキュラムの策定など、デジタル人材育成策の充実につなげていくとしてい

る。さらに同方針では、局は、区市町村におけるデジタル人材育成を支援するため、デジタル力向上に向けた研修

会等を実施・充実するとしており、令和6年度は、区市町村職員に対して表3のとおり研修会等を実施した。 

なお、都の委託事業であるテーマ別研修会等については、局が、講師の選定・確保及び研修会等の開催に係る業

務全般について民間の事業者と委託契約を締結し、効率的に実施していることを確認した。 

また、受講者数の目標設定については、局は、国の計画期間（図１）を踏まえ、令和7年度末を目途に、区市町
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村職員の約半数（地方公共団体定員管理調査（総務省）を参照に算出した約26,000人）の受講を目標としている

が、アーカイブ配信の受講者数が伸びなかったことなどにより、その半数程度となっている（令和6年度末）。局

は、引き続き、職員の受講機会を確保するよう区市町村に対し求めるとしている。 

（注1）DX推進による東京全体のQOS（Quality of Service）向上を実現するため、「人材育成」「先進事例の調査・知見共有」「区 

市町村連携」を一体的に進め、都・区市町村職員等のデジタル力の向上を図る取組であり、令和4年5月に開講された。 

 （注2）複業可能なデジタル人材と公共分野におけるデジタル人材を募集している都内自治体とのマッチングを実現する人材紹介サー 

ビス 

（注3）本方針ver1.0は、デジタル人材確保・育成に関する取組について、基本的な考え方や今後の取組の方向性をとりまとめて提示 

するため令和4年2月に発行された。 

 

 

（表3）区市町村職員向け研修会等の実績                           （単位：人） 

区分 メニュー 概要 
受講者数 

目標 実績 

都･

財
団
協
働
事
業 

ICT職・勉強会受講者向け

研修会 

特別区の ICT 職や ICT 職と同等のスキルを持つ職員や勉

強会受講者等を対象とするハイレベル研修（（プロジェクト

マネジメント講座・データ分析講座） 

30 45 

都・区市町村合同勉強会 
DXに関する知識・スキル・マインドの醸成及び区市町村間

の連携を深める（ガバメントクラウドに関する勉強会） 
360 78 

（
参
考
）
都
委
託
事
業 

テーマ別研修会 
ニーズに合った特定のテーマをハンズオンも交えて学習

することでDXへの理解を深める 
500 587 

デジタルツールガイド 
自治体で実際に活用されているデジタルツール等を学び、

各ツールの特徴を知ることでDX推進のノウハウを取得 
700 705 

自治体DX推進マインドセ

ット研修 

希望する自治体へ直接出向き、各自治体の状況やDX の進

捗度を踏まえて、更なるDXの推進に向けて、職員のDXマ

インドを醸成する 

400 279 

DX の基礎を学ぶためのセ

ミナー 

DX の推進に必要な基礎的な知識や区市町村職員との間で

のDX事例の共有等を図り、DXを計画的かつ効果的に推進

できる職員の育成を目指す 

1,200 794 

デジタルツールガイド、DX

基礎セミナー 

アーカイブ配信 

過去の研修会のアーカイブ動画を東京デジタルアカデミ

ーポータルを通じて必要な時にいつでも視聴でき、DX 推

進の機運を醸成する 

3,600 2,479 
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(2) GovTech東京パートナーズ事業について 

  本方針 ver2.0によると、財団は、公共分野での活躍を希望するデジタル人材を都内自治体のニーズに応じてマ

ッチングし、DX推進に関する課題解決に向けた即戦力の人材として活躍してもらうため、GovTech東京パートナー

ズ事業（図2）を開始するとし、令和6年4月から運用を始めている。令和6年度の実績は表4のとおりである。 

 

（図2）GovTech東京パートナーズ事業 概要 

  

出典：財団ホームページ 

（表4）GovTech東京パートナーズ事業実績 

登録者（令和6年度末時点） 任用者 

567名 
14自治体で15名 

（CIO補佐官、BPR支援、ウェブサイト改善等） 

   

GovTech東京パートナーズへの登録方法は、財団ウェブサイトにおいて、氏名等の個人情報、職務経歴及びプロ

グラミングスキル等、デジタル人材と都内自治体とのマッチングに必要な情報を入力する。登録に当たっての審査

はなく、採用選考は各自治体において行う。 

財団は、自治体の判断に必要な情報提供や助言を行う。具体的には、職務経歴書を確認し面談を経てコミュニケ

ーション能力並びにプログラミング及びデータ分析等の専門的な知識・技術等を確認し、自治体のニーズに合うと

判断できる人材を自治体に紹介する。また、人材を紹介するだけではなく、自治体の課題整理及び人物要件の設定

から任用後の定着まで支援する。定着までの支援として、人材が行政での就業経験がない場合でも円滑に業務を遂

行できるよう自治体のルール等を学ぶための研修を実施し、任用後 6 か月までを目途に定期的にフォローのため

の面談を実施するとともに、6か月経過後も自治体及び人材いずれからも随時相談の受付体制を確保し、必要に応

じて問題解決のためのサポートを実施するとしている。 

また局は、今後、引き続き区市町村の課題解決に向けて、必要な人材が任用されるよう、都内自治体に対し任用

実績を情報提供するなどにより、デジタル人材の活用促進を図るとしている。 
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3 プロジェクト型伴走サポートについて 

(1) 事業の概要 

プロジェクト型伴走サポートは、複数の自治体で共通に抱えるデジタルに関連する課題に対し、局と財団が協働

し、様々な技術的アドバイス等を行い、課題解決を図る取組であり（図3）、令和6年度において、参加自治体数

は図4のとおり大幅に増加している。 

プロジェクト型伴走サポートは、都・財団協働事業（表2）のうち「（2）区市町村のDX推進に関する事業」に

当たる。基本協定によれば、都は、企画調整及び国や区市町村との連絡調整等の業務を担当し、財団は、スポット

相談や伴走サポートなどによる、区市町村に対する技術的な助言・提案等の実施、及び地方公共団体情報システム

の標準化・共通化に係る技術的支援等の業務を担当する。 

 

（図3）プロジェクト型伴走サポートのイメージ 

 

出典：デジタルサービス局作成資料 

（図4）プロジェクト型伴走サポート参加自治体数 

 

（令和5年度）          （令和6年度） 

出典：デジタルサービス局作成資料を一部加工 

(2) 事業の実施状況 

令和 6 年度においては、参加自治体数は 40 自治体であり、6 事業で延べ 85 自治体のサポートを実施している

（表5）。サポートに当たって選定したテーマは、スポット相談においてテーマとなったものや、表1の各協議会

等で把握した個別の課題を参考に決定しており、参加自治体の満足度も高い。 

このうち、「公共施設の予約管理業務」に参加した自治体には、キャッシュレス決済の導入やスマートキーの一

部施設への導入により、利用者は使用料の支払や鍵の受け取りを窓口に行かなくてもワンストップで行うことが
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できるようになり、利便性が向上したとしている。また、「セキュリティポリシー改定」に参加した自治体におい

ては、セキュリティポリシー改定作業は、総務省発行「地方公共団体における情報セキュリティポリシーに関する

ガイドライン」記載の例文を参考にして改定作業をするところ、項目ごとに比較し差分を明らかにすることで、効

率的に作業が進められ、同ガイドラインの準拠率が向上したとしている。さらに、「窓口DX（書かない窓口）」に

参加した自治体には、窓口体験調査（注）を実施しシステムを導入したことにより、転入・転出等の住民異動に関

する手続において、マイナンバーカード等の読み取りなどで各種届出作成の手間を削減したとしている。 

（注）職員が事前に設定した利用者像（住民）に従って、必要な一連の手続を窓口において体験し、住民目線で課題や改善点を整理す

る取組 

 

（表5）プロジェクト型伴走サポートの実施状況                 

テーマ 支援内容・成果 参加自治体数 

ウェブサイトの課題抽出・

改善（基本編） 

・ ウェブサイトの解析手法の習得、アクセス解析・診

断、課題抽出から改善施策をサポート 

・ ウェブサイトの解析をサポートし、課題解決に向けた

改善施策を実施、自ら改善ができるための基礎力を習得 

12自治体 

（2区8市1町1村） 

ウェブサイトの課題抽出・

改善（応用編） 

・ ウェブサイトだけでなく、公式LINEやSNSなどを含

めた改善とデータ分析の手法等もサポート 

・ 基本編で実施した施策から、さらに一歩進んだ施策を

実施 

5自治体（上期） 

（3区2市） 

6自治体（下期） 

（2区4市） 

公共施設の予約管理業務 

・ 施設予約業務のBPR（注）ワークショップを開催。（民

間のクラウド型公共予約システムの操作体験、導入準備

をサポート 

・ 施設予約業務のBPRや民間のクラウド型の公共施設予

約システムの評価検証、導入支援など実施 

11自治体 

（3区8市） 

セキュリティポリシー改定 

・ 最新ガイドラインとの比較、修正の要否検討と修正案

の策定をサポート 

・ 総務省ガイドラインと比較し相違点を踏まえて改定の

ポイントを明確化 

8自治体（上期） 

（2区6市） 

12自治体（下期） 

（3区8市1村） 

窓口DX（書かない窓口） 

・ 「書かない窓口」を中心に導入計画の策定、仕様書作

成、プロジェクト管理、運用改善をサポート 

・ 窓口業務における課題・原因の導出、窓口体験調査、

書かない窓口システムの導入を支援 

11自治体 

（7区4市） 

生成AI活用 

・ 最新技術トレンドや実践的ワークショップの開催、

生成AIプラットフォームを活用した業務アプリの実証

実験、生成AIの自治体業務への活用などをサポート 

・ 先進的なツールの活用事例等の紹介、実践的なワーク

ショップ、各自治体の検討状況に応じた個別支援 

20自治体 

（8区11市1町） 

（注）Business Process Re-engineeringの頭文字であり、現在の業務内容やフロー、組織の構造などを根本的に見直し、再設計すること

を指す。 
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4 地方公共団体情報システムの標準化・共通化について 

上記1（2）のとおり、令和3年5月、標準化法が公布された。これは、これまで、住民記録等の業務システム

を各自治体が個別に開発し所有していたことにより、維持管理や制度改正時の改修に伴う負担増加、開発・運用

事業者の固定化などの状況を踏まえ、地方公共団体に対し、標準化対象事務について、標準化基準に適合した情

報システム（標準準拠システム）の利用を義務付けるというものである（図5）。国は、運用コスト削減を目指

しており、新たな住民サービスにも標準準拠システムを改修することで、迅速な対応を実現することができるな

どとしている。 

国が定める標準化基本方針において、標準化の実施期限は令和7年度末となっており、この標準化の実施に際

して、デジタル庁が調達し整備する政府共通のクラウドサービスであるガバメントクラウドに移行すれば補助金

の適用対象となる。しかし、全国一律の移行期限の設定によって開発事業者の対応能力の不足等が生じ、都内の

半数以上の自治体が、この移行期限に間に合わず、令和8年度以降に移行するシステムを抱えており、今後も移

行期限に間に合わないシステムが増加する可能性がある。このため、都は、地方公共団体の基幹業務システムの

標準化について、国に対し、令和6年10月、緊急要望を行い、国は、令和7年5月、補助金の適用期限（デジ

タル基盤改革支援基金の設置期限）を令和7年度末から令和12年度末まで5年間延長することを決定した。 

今後、局及び財団は、区市町村が行う標準化の進捗状況を把握するとともに、区市町村を訪問し標準化移行の

取組を支援する伴走サポートや個別相談に対し解決を支援するスポット相談等を通じて、区市町村に開発事業者

や他団体の成功事例等を紹介するなど、引き続き区市町村への支援を行っていくとしている。 

 

(図5）自治体情報システムの標準化・共通化の概要 

 

出典：デジタル庁ホームページ抜粋 
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5 保活ワンストップについて 

保活ワンストップは、保育園探しから入園までの手続がオンラインで完結するサービスを実現するプロジェク

トであり、都・財団協働事業（表2）のうち「（6）DX推進協働事業を達成するために必要な事業」に当たる。基

本協定によれば、都は、こどもDX事業の総合的な推進等の業務を担当し、財団は、プッシュ型子育てサービス（注

1）や保活ワンストップ等こどもDX事業（注2）の推進支援等の業務を担当する。 

保活ワンストップは、都がこどもDXプロジェクトの一環として取組を進めてきたもので、国の「デジタル田園

都市国家構想交付金（デジタル実装タイプ TYPES）」（注3）を活用し、令和6年10月31日から運用が開始され、

3自治体の保育施設126園（板橋区（公立36園・私立9園）・足立区（公立32園・私立 13園）・調布市（公立

8園・私立28園））が参加した。 

保活ワンストップは、財団が、保活情報（保育施設情報・見学予約管理情報・手続情報）を集約するシステム（保

活情報連携基盤）を構築し、既存の民間保活サイト及び既存の保育 ICT システムを保活情報連携基盤につなぐこ

とで、実現したとしている。保護者は、民間保活サイトを通じて、保育施設情報の収集や見学予約等が可能となり、

保育施設は、保育 ICT システムを通じて、保活情報連携基盤への保育施設情報の登録・更新や見学予約情報の取

得・処理が可能となった。 

（注 1）東京都版子育て支援制度レジストリを構築し、民間事業者との連携によって、アプリから必要な情報が先回りで届き、3 つの

「そびれ」（知りそびれる・申し込みしそびれる・貰
もら

いそびれる）をなくすというもの 

（注2）令和7年度までに4つのプロジェクト（プッシュ型子育てサービス、母子保健オンラインサービス（Public Medical Hub）、

保活ワンストップ、給付金手続の利便性UP）について、「つながる子育て」をキーワードに、組織や行政の垣根を越えて便利で

快適な子育て支援サービスを実現するというもの 

（注 3）将来的に国や地⽅の統⼀的・標準的なデジタル基盤や持続可能な⾏財政基盤につながる⾒込みのある地⽅公共団体の先導的な

取組について、プロジェクト推進に要する経費を支援するというもの 

 

令和 7年度 4月入所申請手続のため自治体窓口に来所した保護者等約 240名を対象に、スマホで民間保活シス

テムから保活ワンストップサービスを体験してもらい、体験後アンケートを実施しており、その結果、施設見学予

約について電話と比較した効率性やワンストップであることに対する満足度は 5 段階評価で平均 4.5 であった。

また、保活に関する手続と平均的な所要時間は、①役所相談（10h）、②保活情報収集（7h）、③見学予約（1h）、

④見学（5h）、⑤希望施設決定（3h）、⑥申請書類作成（5h）の合計約31時間程度とされている中（一般社団法

人こどもDX推進協会調べ）、この保活ワンストップを利用した場合の、①から⑥までの所要時間は、81％の人が

15時間以下と回答し所要時間の短縮効果があった（図6）。  
 

（図6）効果検証結果 

  
            出典：デジタルサービス局作成資料 
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令和 7 年度は、保活ワンストップサービスを利用できる保護者を増やすため、連携自治体や参加保育施設を拡

大するとしている（表6）。また、見学予約の保育施設による承認を自動化する機能改善や、保護者が世帯の状況

を入力することで保育指数を試算できるシミュレーション機能を追加し、保護者の利便性の向上等につなげると

している。 

なお、都が運営する保活ワンストップは、全国での活用を見据えた取組として実施したものであることにより、

令和8年度からは、国がサービスを開始する予定である。 

 

（表6）連携自治体・参加保育施設 

区分 令和6年度 令和7年度 

連携自治体 板橋区・足立区・調布市 

港区・江東区・渋谷区・杉並区・板橋区・足立区・江戸川区・

八王子市・青梅市・昭島市・調布市・町田市・日野市・狛江市・

東大和市・清瀬市・武蔵村山市・多摩市・西東京市 

保育施設 126園 約1,100園 

 

6 財団に対する負担金及び補助金の支出について 

(1) 負担金及び補助金の支出の根拠について 

都が財団に対し支出している負担金及び補助金並びにそれらの支出の根拠となる協定及び要綱は表 7 のとおり

である。 

 

（表7）負担金・補助金とその根拠 

負担金・補助金 根拠となる協定・要綱 

DX推進に向けた協働事業実施に係る

負担金 

DX推進に向けた協働事業実施に係る基本協定 

DX推進に向けた協働事業実施に係る基本協定に基づく業務の執行及び経

費の支払等に関する年度協定 

令和6年度一般財団法人GovTech東

京補助金 
令和6年度一般財団法人GovTech東京補助金交付要綱 

 

(2) DX推進に向けた協働事業実施に係る負担金について 

都は、表7の基本協定及び年度協定（以下「本協定」という。）に基づき、財団に対し、都・財団協働事業

（表2）に係る費用（負担金）を支出する。 

都は四半期ごとに概算額で支払い、会計年度終了後、財団から提出された実績報告書を基に負担額を確定し、

財団に通知する。負担額の確定通知を受けた財団は精算し、残余金が生じた場合は都に返納する。なお、財団

は、四半期ごとに当年度における事業進捗の状況報告書を都に提出しなければならない。 

 

(3) 令和6年度一般財団法人GovTech東京補助金について 

都は、令和 6 年度一般財団法人 GovTech 東京補助金交付要綱（以下「本要綱」という。）に基づき、財団に対

し、補助金を交付する。本要綱は、区市町村を含めた東京全体のDXを効果的に進めるための事業を行う財団に対

し、その運営に要する経費の補助を行うために必要な事項を定めることを目的とするものであり、補助金の交付対

象は、財団の人事、経理、連絡調整等の管理・運営に関する経費及び官民共創事業を実施するために必要かつ適当

と認められる経費である。 
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都は四半期ごとに概算額で交付し、会計年度終了後、財団から提出された実績報告書等を基に補助金の額を確定

し通知する。補助金の額の確定通知を受けた財団は精算し、残余金が生じた場合は都に返還する。なお、財団は、

補助事業の遂行状況に関し四半期ごとに状況報告書を都に提出しなければならない。 

 

(4) 負担金及び補助金の支出状況について 

監査において、本協定及び本要綱に基づき財団から都に提出された実績報告書、確定額通知書及び精算書を確認

したところ、表8のとおり負担金の支出及び補助金の交付は適正に行われていることが認められた。 

しかし、各実績報告書において協働事業なのか補助事業なのかが不明瞭な表記があったため、別項意見・要望事

項のとおり、改善を求めた。 

 

（表8）負担金・補助金の支出額                               （単位：円） 

 

 

【監査委員からの所見】 

以上、局は、デジタル人材の確保や自治体事務のデジタル化に苦慮している区市町村に対し、財団と連携し、研修

や人材紹介によるデジタル人材の育成・確保に関する支援や、複数の自治体が共通して抱える事務のデジタル化に関

する課題についての伴走型支援などを行っている。 

今後も局は、都内全区市町村の DX推進体制構築に向け、デジタル人材の量と質の確保への支援や、都民や都内事

業者の利便性向上に資する各種申請手続のデジタル化支援などに財団と協働して取り組むことにより、区市町村の後

押しをしていく必要がある。 

区分 DX推進に向けた協働事業実施に係る負担金 令和6年度一般財団法人GovTech東京補助金 

概算払額 6,919,490,000 1,349,713,000 

確 定 額 5,153,576,272 1,159,118,404 

返 還 額 1,765,913,728 190,594,596 
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２ 指摘事項等 

［意見・要望事項］ 

（重点監査事項）（歳出） 

（１）各報告書における事業の実施内容の表記について 

都及び一般財団法人 GovTech東京（以下「財団」という。）は、DX推進に向けた協働事業の実施

に当たり基本協定を締結し、協働事業に係る費用の負担等について年度協定を締結している。こ

れらの協定により、都は、財団から協働事業に係る実績報告書の提出を受けて、当該書類に基づ

き財団に対する負担金の支出金額を確定する。また、令和６年度一般財団法人 GovTech 東京補助

金交付要綱（令和６年４月１日付５デ総総第６７９号）により、都は、財団から財団の管理運営

に係る費用及び財団が自立的に実施し都の施策とも合致する事業（以下「補助事業」という。）に

係る実績報告書の提出を受けて、当該内容等に基づき財団に対する補助金の支出金額を確定する。

なお、負担金及び補助金の支出金額は表１のとおりである。 

したがって、協働事業と補助事業それぞれの実績報告書において、事業の実施内容として表記

される事項は、別の実施内容である必要がある。 

しかしながら、表２のとおり、それぞれの実績報告書に全く同一の表記があった。このような

表記によって、当該事項が協働事業なのか補助事業なのかが不明瞭となっている。 

総務部は、実績報告書に財団の事業の実施内容を適切に表記するよう財団を指導することが望

まれる。 

（デジタルサービス局） 

 

（表１）財団に対する負担金及び補助金の支出金額（令和６年度）        （単位：円）                       

区分 負担金 補助金 

概算払額 6,919,490,000 1,349,713,000 

確 定 額 5,153,576,272 1,159,118,404 
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（表２）協働事業及び補助事業に係る実績報告書において同一表記である部分 

区分 協働事業に係る実績報告書・補助事業に係る実績報告書 

実施内容  便利で快適な子育て支援サービスを実現するため、国・区市町村・民間事業者

等の垣根を越えたデータ連携やサービス基盤の構築等の推進を通じて子育てや保

育に関する情報・手続の DXを推進した。 

● プッシュ型子育てサービス 

・ 都内 62自治体及び東京都における子育て支援制度レジストリの整備（注）、

及び約 7,800制度のオープンデータ化が完了 

・ 子育て世代に対し、計 90 制度以上、58,300 を超える情報をプッシュ型で

配信、子育て当事者の 62.5％、参画事業者の 66.7％の時間短縮を達成 

・ 各自治体における子育て支援レジストリの活用促進に向けた参考として、

ダッシュボードや活用例（検索ポータル）を暫定的にとりまとめ 

・ ユーザからのフィードバック機能確立を目的としたコミュニティ運営に向

けて、プッシュ型子育てサービスを対象に試行運用 

● 保活ワンストップ 

・ 保活情報連携基盤を構築し、「保活ワンストップサービス」を 10 月にリリ

ース（連携 3自治体（板橋区、足立区、調布市）の 126保育園が参加） 

・ サービスの認知度拡大に向け、保育施設の情報や手続情報の検索、見学予

約が可能な「東京都保活ワンストップポータルサイト」を構築 

・ サービス利用ユーザにアンケートを実施し、保活に対する満足度 4.3/5 を

獲得、保活（情報収集・見学予約）に係る所要時間を削減 

● 東京都の子供・子育て支援「018（ゼロイチハチ）サポート」（都福祉局） 

デジタル庁、東京都と協働してマイナンバーカードを使用した新しい申請方

法の受付を開始し、給付金手続を行う「018（ゼロイチハチ）サポート」事業に

おいて、10 分以内で申請完了する人が７%だったのが 70％に改善するなど、申

請時間の大幅短縮を実現 

● その他 

・ 国、東京都・GTT、区市町村、子育ての DX を推進する団体が参画する「東

京こども DX 2025 つながる子育て推進会議」について第 2回（6月 7日）、第

3回（12月 17日）を開催 

・ 「こども DX」を踏まえた制度レジストリの高度化・汎用化など、他分野へ

の展開や課題解決等を見据えた調査を開始 

（注）制度レジストリとは、子育て支援制度などの行政サービスや制度に関する情報をデジタル化して、使いや

すい形で整理して公開するものとされる。制度レジストリの整備のうち、子育て支援制度レジストリ先行整

備及びプッシュ型サービス創出に関する連携協定書に基づき、財団が先行整備するための経費は財団が負担

することとされたため、補助事業とされる。したがって、下線部の表記の一部（財団が先行整備した自治体

分）は、補助事業に係る実績報告書にのみ記載されるべき事項であり、その他の表記は協働事業に係る実績

報告書にのみ記載されるべき事項である。 
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［指摘事項］ 

（歳出） 

（２）契約変更手続及び完了検査を適正に行うべきもの 

デジタルサービス推進部は、「SusHi Tech Tokyo 2025」イベントの展示ブースにおいて、来

訪者にスマートシティ東京の取組を分かりやすく伝えるために放映する動画の編集及び制作委託

契約を、表３のとおり締結している。 

この契約の契約内訳書を確認したところ、表４のとおり、納品データ作成費は５本分となって

いる。 

ところが、納品物及び完了届に添付された納品関係書類を確認したところ、受託者が納品した

納品データは４本となっている。 

このことについて、部に確認したところ、契約当初は、都市圏人口、都内外国人観光客数、都

内大企業数、都内スタートアップ社数等を紹介し、国内外の企業や投資家等に都の魅力や市場価

値を伝える動画４本（日本語版２本（９０秒及び３０秒×各１本）、英語版（９０秒及び３０秒×

各１本））及びスマートシティ推進企業の取組を紹介する動画１本（以下「スマートシティ推進企

業動画」という。）の合計５本を作成する予定であった。 

ところが、３月上旬にイベント会場の展示ブース要件（ブースの広さ、投影モニターの機能等）

の詳細確認を行い、出展の方向性を組織内で再度検討した結果、スマートシティ推進企業動画を

制作する必要がなくなったとのことである。 

しかしながら、受託者が制作する納品データ数に変更が生じたにもかかわらず、部は契約変更

手続を行っておらず、適正でない。 

また、完了検査について確認したところ、仕様書では動画１本につき DVD１本（合計５本）を納

品するよう定められており、かつ、表４の契約内訳書では、作成したデータを DVD へ複製する費

用等である納品データ作成費５本分が計上されている。 

ところが、①前述のとおり、納品されたデータは４本である、②完了検査日である令和７年３

月３１日には DVD は納品されていなかった、③完了届に添付された納品関係書類には、納品デー

タが令和７年４月７日に保存されたものであることが記されていた。 

完了検査は、契約に基づき納入された納品物について、これらの規格、性能、品質、数量等が

契約書、仕様書その他の関係書類に定める契約条件に適合したものであるか否かを確認するため

に行うものであるにもかかわらず、上記①から③の状況で、検査員が令和７年３月３１日付けで

検査合格としているのは、適正でない。 

部は、契約変更手続及び完了検査を適正に行われたい。 

                           （デジタルサービス局） 
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（表３）契約の概要                            （単位：円） 

契約件名 契約金額 契約期間 

SusHi Tech Tokyo 2025関連動画の編集・制

作委託 
962,500 令和 7.2.19～令和 7.3.31 

 

（表４）契約内訳書の内容                          （単位：円） 

内容 数量 単価 金額 

動画編集 ― ― ― 

企画費 1式 100,000 100,000 

編集費 1式 400,000 400,000 

諸経費 1式 200,000 200,000 

納品データ作成費 5本 15,000 75,000 

管理費 1式 100,000 100,000 

小計 875,000 

消費税等（10％） 87,500 

合計 962,500 
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（歳出） 

（３）研修会実施委託における講師の選定・確保の手続について見直すべきもの 

局は、「東京都デジタル人材確保・育成基本方針」において、デジタル人材の育成に向けた具

体的な取組として、区市町村におけるデジタル人材育成を支援するため、自治体 DXの概要を理

解し、DXマインド、デジタルリテラシーを身に付けることができるよう、デジタル力向上に向

けた勉強会・研修会を実施・充実するとしている。 

そこで、デジタル戦略部は、区市町村職員に対する研修会を表５のとおり構成し、効果的に実

施するため、表６のとおり委託している。そして、本委託の仕様書によると、講師の選定・確保

について、受託者は、各回研修会の内容に関して豊富な実績と実務経験を有する大学教授やデジ

タル庁職員等の講師候補者を都と協議のうえ決定し、講師を確保するものとしている。また、各

回研修会のうちデジタルツールガイドについては、原則として、特定の講師ではなく、各ツール

の事業者に講師を依頼することを想定しているとしている。 

そこで、本研修会の講師の選定・確保の手続について見たところ、局は、受託者から講師候補

者について、実施回ごとに４２件の講師選任書を徴取しているが、そのうち１３件の講師選任書

の講師情報には法人名のみが記載されており、実際の講師が誰なのかを確認できる内容となって

いなかった。受託者から提出された講師選任書からは、選任理由として「DXに関する専門的な

知識、知見をお持ちであるため」との記載がそれぞれあるものの、実際の講師が選任理由に記載

されているような当研修会の講師として相応しい候補者なのか明らかではなく、適切でない。 

部は、講師の選定・確保を含めて委託契約を締結していることから、講師選任書の記載事項に

ついて特定の講師の記載を求めるよう、講師の選定・確保の手続について見直されたい。 

（デジタルサービス局） 

 

（表５）研修会の構成 

名称 概要 実施方法 

区市町村 DXの基礎

を学ぶためのセミ

ナー 

DX の推進に必要な基礎的な知識や区市町村職員との間で

の DX 事例の共有等を図り、DX を計画的かつ効果的に推進

できる職員の育成を目指す 

オンライン 

デジタルツールガ

イド 

自治体で実際に活用されているデジタルツール等を学び、

各ツールの特徴を知ることで DX推進のノウハウを取得 

オンライン 

自治体 DX推進マイ

ンドセット研修 

希望する自治体へ直接出向き、各自治体の状況や DX の進

捗度を踏まえて、更なる DXの推進に向けて、職員の DXマ

インドを醸成する 

対面 

テーマ別研修 ニーズに合った特定のテーマをハンズオンも交えて学習

することで DXへの理解を深める 

対面 
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（表６）契約の概要                             （単位：円） 

契約件名 契約期間 契約金額 委託内容 

区市町村研修会

実施委託 
令和 6.4.1～令和 7.3.31 16,932,102 

・ 本研修会の実施に必要な講

師の選定・確保、教材の準備

等を実施する業務 

・ 本研修会を実施する業務 

・ 本研修会の実施実績の報告 
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主 税 局 

 

１ 重点監査事項 

 「固定資産税（土地・家屋）の課税について」 

 

【選定理由】 

 土地・家屋に対する固定資産税は、毎年 1 月 1 日現在の固定資産の所有者に対して、表１のとおり課税さ

れる市町村税であるが、23区内では、特例により各都税事務所が課税を行っている。 

土地・家屋に対する固定資産税の税収は、令和 5 年度は固定資産税全体の約 9 割を占めており、課税対象

が全地域に存在し、比較的変動が少ないことから、安定的な財源となっている。 

 

（表 1）固定資産税の概要 

課税客体 土地、家屋及び償却資産 

課税主体 全市町村（東京都 23区内は東京都が課税） 

納税義務者 土地、家屋又は償却資産の所有者 

課税標準 価格（適正な時価） 

税率 標準税率 1.4% 

 

23区内の各都税事務所は、登記所から通知される土地・建物についての登記情報を受け、保有している課

税のための基礎資料と現況との差異を確認している。 

しかしながら、建物の増改築に関する変動については登記されないことが多く、居住者用駐車場（軽減措

置あり）から外部貸し駐車場（軽減措置なし）への変更などの用途変更は、土地所有者からの申告がなけれ

ば把握が難しいことから、課税誤りの一因となっている。 

過去における定例監査においても、土地・家屋に対する固定資産税の課税誤りに係る指摘が繰り返し行わ

れており、課税誤りは納税者の信頼を損なうことにつながりかねない。また、固定資産税の対象となる土地・

家屋については都市計画税も課税されることから、固定資産税の課税誤りがあると、都市計画税にも影響す

る。 

このため、固定資産税（土地・家屋）の課税について重点監査事項に設定し、事務が適切に行われているか

について監査する。 

【着眼点】 

① 土地に課税するための評価額を決定する際に、土地の利用形態に応じた用途の認定（住宅用地、非住 

 宅用地等）や、利用状況に応じた評価を行っているか（経済性、有効性、合規性） 

② 家屋の増改築や滅失等の変動を把握した場合に、認定に反映させているか（経済性、有効性、合規性）

③ 固定資産税の課税に影響する土地・家屋の変動について、画像情報等を収集・活用して、効率的に把握 

 しているか（効率性） 

-53-



 

 

【結果の概要】 

23区内の都税事務所は、図 1のとおり、登記所からの土地・家屋登記済通知書や東京都都税条例（昭和

25年東京都条例第 56号）に基づき土地所有者から提出される土地・家屋の用途変更などに係る住宅用地等

申告書等に基づき、当該土地・家屋の現地調査を行い、その評価額を算定・決定した上で、固定資産税・都

市計画税（以下「固定資産税等」という。）の賦課・徴収を行っている。 

令和 7年定例監査の対象となっている 12都税事務所（注）における固定資産税（土地・家屋）の課税につ

いて、抽出により監査を行った。 

（注）港、新宿、江東、目黒、大田、世田谷、中野、豊島、北、荒川、板橋、江戸川の各都税事務所 

 

（図 1）土地・家屋に係る課税事務の流れ 

登記所からの土地・家屋登記済通知書 

土地所有者からの住宅用地等申告書 

航空写真による調査 

 

現地調査 
土地の利用状況や画地の状況及び家屋の資材や設備の施

工状況等に係る調査 

 

土地・家屋評価 

↓ 

評価額の算定・決定 

調査票や管理図等各種帳票類の作成及び固定資産 GIS、 

家屋評価システムの活用 

         

 

課   税 

 

なお、局は、図 2のとおり土地・家屋課税台帳の情報や、デジタル化された地図データを地理情報システ

ムである固定資産 GISに取り込んで、現地調査や評価に活用し、土地に係る課税事務の精度向上を図ってい

る。 

また、局は、建築物竣工図等の資料及び現地調査結果を基に、作図作業や必要な情報の入力を行うことで、

総務大臣が定めた固定資産評価基準の各種補正項目等を自動計算する家屋評価システムを活用し、家屋に係

る評価額算定の効率化を図っている。 
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（図 2）固定資産 GISの概要 

 

 

 

主税局事業概要（令和 6 年版）に基づき監査事務局で作成 

 

① 土地に課税するための評価額を決定する際に、土地の利用形態に応じた用途の認定や、利用状況に応じ 

 た評価を行っているか 

土地に対する固定資産税等の課税において、住宅用地は、税負担を特に軽減する必要があることから、地

方税法(昭和 25年法律第 226号)第 349条 3の 2の規定等に基づき、その面積に応じて表 1のとおり特例措

置が適用される。 

住宅用地で住宅 1戸当たり 200㎡以下の部分である小規模住宅用地については、200㎡を超える部分の住

宅用地（以下「一般住宅用地」という。）と比べて、課税標準額がさらに軽減されるため、税負担の公平性

の観点から、適正な認定を行う必要がある。 

 

（表 1）住宅用地の特例措置を適用した額（本則課税標準額）の算出方法 

区   分 固定資産税 都市計画税 

小規模住宅用地 
住宅用地で住宅 1 戸（注）につ

き 200㎡までの部分 
価格（評価額）×1/6 価格（評価額）×1/3 

一般住宅用地 
住宅用地で住宅 1戸当たり 200

㎡を超える部分 
価格（評価額）×1/3 価格（評価額）×2/3 

（注）原則 1 棟を 1 戸とするが、共同住宅など、独立的に区画された住戸がある場合は、その数とする。 

 

そこで、令和 7年定例監査の対象のうち、23区内に所在する 12都税事務所において、登記所から通知さ

れる土地に係る「登記済通知書」及び土地所有者から提出された「住宅用地等申告書」を抽出し、課税状況

地図上に取り込んで表示 
・土地形状の自動
計測 

・各筆の異動入力
と同時に図面更新
完了 
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を確認したところ、その範囲では、指摘等すべき事項は認められなかった。 

しかしながら、複数の所において、登記や申告が行われていない土地利用状況等の変動を捕捉できていな

かったため、小規模住宅用地の認定や、同一画地としての評価等を誤った結果、課税不足が生じている事例

が認められたことから、別項指摘事項のとおり、改善を求めた。 

 

② 家屋の増改築や滅失等の変動を把握した場合に、認定に反映させているか 

家屋に係る固定資産税等について、登記所からの通知書及び航空写真による調査に基づき、家屋の新築・

増改築・滅失の変動を捕捉し、再建築価格（注）を基準に家屋の評価額の算定を行っている。 

そこで、12都税事務所において、登記所から通知される家屋に係る「登記済通知書」及び航空写真によ

る調査結果を抽出し、課税状況を確認したところ、その範囲では、指摘等すべき事項は認められなかった。 

しかしながら、登記済通知書や航空写真から把握できず、所在する家屋を捕捉していなかったため、課税

漏れが生じている事例が認められたことから、別項指摘事項のとおり、改善を求めた。 

（注）評価の時点において、評価の対象となった家屋と同一のものを、その場所に新築するものとした場合に必要とされる建 

築費 

 

③ 固定資産税の課税に影響する土地・家屋の変動について、画像情報等を収集・活用して、効率的に把握 

 しているか 

局は、昭和 61年から、航空写真を活用した土地・家屋の変動の把握を行い、さらに、土地の利用状況の変

動の把握については、令和 2 年度から、住宅地図を活用した取組を始めている。また、局は、令和 6 年定例

監査においてカーシェアリング用駐車場の把握漏れに係る指摘を受けたことから、インターネットを活用し

て、こうした駐車場の把握も行っている。 

そこで、12都税事務所において、局が住宅地図やインターネットを活用して把握した変動が疑われる土

地について、課税状況を確認したところ、その範囲では、指摘等すべき事項は認められなかった。 

しかしながら、令和 5年の道路交通法(昭和 35年法律第 105号)改正等により急速に広まっている電動キッ

クボードのシェアリングポートについて、土地所有者への周知や効果的な把握に向けた調査方針について検

討すべき事例が認められたことから、別項意見・要望事項のとおり、意見・要望を行った。 

 

【監査委員からの所見】 

局は、都税に対する納税者の信頼を維持しつつ、着実に税収を確保していくため、社会情勢の変化に応じ、

固定資産税の課税対象となる土地・家屋の変動を効率的に把握する手法を構築するとともに、本庁と各都税

事務所との間で情報を共有・連携し、過去にも、固定資産税等の課税誤りが繰り返し指摘されていることも

踏まえ、適正、公平かつ効率的な課税事務を遂行する必要がある。 
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２ 指摘事項等 

［指摘事項］ 

（重点監査事項）（歳入） 

（１）小規模住宅用地の認定について 

土地に対する固定資産税及び都市計画税（以下「固定資産税等」という。）の課税については、

地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下「法」という。）第３４９条の３の２の規定等により、

住宅用家屋の敷地及びそれと一体となっている庭や居住者用駐車場等は「住宅用地」として認定

されるが、それ以外の業務用（店舗、事務所、工場、旅館等）家屋の敷地、月極駐車場等は「非

住宅用地」とされる。  

この認定は、賦課期日（毎年１月１日）現在の土地の利用状況につき行われ、法に基づき、小

規模住宅用地（住宅１戸あたり２００㎡までの部分）は、課税額の基礎となる課税標準額が、固

定資産税では６分の１、都市計画税では３分の１に軽減される。なお、小規模住宅用地を除く住

宅用地（以下「一般住宅用地」という。）については、課税標準額が、固定資産税では３分の１、

都市計画税では３分の２に軽減される。 

このように、土地の用途に応じて課税額に差異が生じることから、一区画の土地に複数の用途

が混在している場合は、用途ごとに利用面積に応じて認定することとなる。 

ところで、板橋都税事務所、江戸川都税事務所、目黒都税事務所、豊島都税事務所及び江東都

税事務所において、小規模住宅用地の認定状況を見たところ、次のとおり適正でないものが認め

られた。 

 

ア 駐車場の用途に応じ小規模住宅用地の認定を適正に行うべきもの 

局は、駐車場を住宅用地の一部と認める要件に、居住者用駐車場であることを挙げている。 

ところで、板橋都税事務所は、表１の駐車場 A から D までの土地について、江戸川都税事務所

は、駐車場 E の土地について、居住者用駐車場であるとして小規模住宅用地と認定している（（図１

参照）が、調査したところ、その一部又は全部が月極駐車場であったことから、その部分につい

ては非住宅用地とすべきであり、小規模住宅用地として認定していることは適正でない。 

この結果、法第１７条の５に基づく更正の対象期間（５年間＝令和２年度から令和６年度まで

（以下「更正期間」という。））についての固定資産税等が、併せて６５万８，７７０円課税不足

となっている。 

所は、駐車場の用途に応じ小規模住宅用地の認定を適正に行われたい。 

（主税局） 
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（表 1）税額正誤表                              （単位：円） 

区分 年度 
税  額 課税 

不足額 
備   考 

正 誤 

板
橋 

A R6 1,001,041 974,839 26,202 
令和 5 年に居住者用駐車場 3 台中
2 台を月極駐車場に変更 

B 

R3 126,376 110,715 15,661 
・ 令和 2 年に居住者用駐車場 1
台を月極駐車場に変更 

・ 令和 4 年に居住者用バイク用
駐輪場 1 台を月極バイク用駐輪
場に変更 

R4 133,370 117,048 16,322 

R5 143,425 123,382 20,043 

R6 150,868 130,002 20,866 

計 554,039 481,147 72,892 

C 

R4 311,636 300,357 11,279 
・ 令和 3 年に居住者用駐車場 4
台中 1 台を月極駐車場に変更 

・ 令和 5 年に更に 1 台を月極駐
車場に変更 

R5 327,682 316,690 10,992 

R6 356,225 334,014 22,211 

計 995,543 951,061 44,482 

D 

R3 324,638 215,600 109,038 

令和 2 年に居住者用駐車場 5 台中
4 台を月極駐車場に変更  

R4 340,936 227,403 113,533 

R5 352,957 236,054 116,903 

R6 361,319 241,646 119,673 

計 1,379,850 920,703 459,147 

江
戸
川 

E 

R5 281,207 263,110 18,097 ・ 令和 4 年に駐車場 8 台中 1 台
を月極駐車場に変更 

・ 令和 5 年に更に 1 台を月極駐
車場に変更 

R6 314,990 277,040 37,950 

計 596,197 540,150 56,047 

合 計 4,526,670 3,867,900 658,770   

 

（図１）居住者用駐車場の一部が月極駐車場となる例 

（正）                  （誤） 

 

歩道

道路

共同住宅

居住者用駐車場

居住者用駐車場

居住者用駐車場

出入口

歩道

道路

共同住宅

居住者用駐車場

月極駐車場

月極駐車場

出入口
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イ 駐車場の形状に応じ小規模住宅用地の認定を適正に行うべきもの 

局は、駐車場用地を住宅用地と認める要件として、当該駐車場が住宅用地と同一区画であるこ

ととしている。 

ところで、目黒都税事務所は、表２の駐車場 F について、図２のとおり塀で囲われ、住宅用地

と同一区画ではないため、非住宅用地とすべきところ、小規模住宅用地として認定しているのは

適正でない。 

この結果、更正期間についての固定資産税等が、併せて４１万４，７５８円課税不足となって

いる。 

所は、駐車場の形状に応じ小規模住宅用地の認定を適正に行われたい。 

                                        （主税局） 

 

（表２）税額正誤表                              （単位：円）  

駐
車
場 

年度 
税  額 

課税不足額 備   考 
正 誤 

F 

R2 726,080 647,069 79,011 

平成 29 年から塀に囲まれた駐車場

となっている。 

R3 726,080 647,069 79,011 

R4 764,592 682,371 82,221 

R5 792,245 706,035 86,210 

R6 811,491 723,186 88,305 

計 3,820,488 3,405,730 414,758 

 

（図２）駐車場 F 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

塀 

共同住宅 

居住者用駐車場 

塀 

塀 
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ウ 建物の用途に応じて小規模住宅用地の認定を適正に行うべきもの 

豊島都税事務所は、表３の土地につき、その全てを小規模住宅用地として認定し、固定資産税

等を課している。 

しかしながら、 

① （表３の土地 G に所在する一戸建ての家屋は令和５年１１月６日付けで、 

② 表３の土地 H に所在する共同住宅の家屋のうち地下１階については平成３１年２月２０日

付けで、１階及び２階については令和元年１２月２５日付けで、 

それぞれ豊島区長から旅館業の許可を受けており、当該家屋の敷地は、その利用状況から非住宅

用地として認定すべきものであることから、小規模住宅用地として認定していることは適正でな

い。 

また、江戸川都税事務所では、用途の異なる家屋（工場と社員寮）が混在している土地として、

表３の土地 I（（図３参照）について、小規模住宅用地を１３２．２３㎡、非住宅用地を３６３．６３

㎡で認定している。局が作成した「住宅用地認定事務の手引き」によれば、用途の異なる家屋が

混在し、住宅の敷地部分が不明確な場合には、住宅用地及び非住宅用地の面積は建築面積按分で

確定するものであるが、認定している面積は建築面積按分にはなっておらず、また、住宅の敷地

部分を１３２．２３㎡と算出した根拠となる資料も確認できない不適切な状況であった。 

そこで、当該家屋（社員寮）について、実地監査後、所で調査したところ、平成２年から店舗

及び事務所に用途を変更していることが判明した。当該家屋の敷地は、その利用状況から非住宅

用地として認定すべきものであることから、小規模住宅用地として認定していることは適正でな

い。 

この結果、更正期間についての固定資産税等が、併せて２７９万９，９６７円課税不足となっ

ている。 

所は、建物の用途に応じて小規模住宅用地の認定を適正に行われたい。 

（主税局） 
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（表３）税額正誤表                              （単位：円） 

区分 年度 
税  額 課税 

不足額 
備   考 

正 誤 

豊  

島 

G R6 105,440 33,570 71,870 令和 5 年に旅館業許可 

H 

R2 398,919 138,513 260,406 

平成 31 年に地下 1 階部分、令和元年

に 1 階及び 2 階部分について旅館業許

可 

R3 398,919 138,513 260,406 

R4 419,338 147,022 272,316 

R5 460,179 155,529 304,650 

R6 504,276 164,716 339,560 

計 2,181,631 744,293 1,437,338 

江 

戸 

川 

I 

R2 906,487 653,614 252,873 

平成 2 年に社員寮を店舗・事務所に変

更 

R3 906,487 653,614 252,873 

R4 945,206 682,187 263,019 

R5 945,206 682,990 262,216 

R6 945,206 685,428 259,778 

計 4,648,592 3,357,833 1,290,759 

合 計 6,935,663 4,135,696 2,799,967   

 

（図３）工場と社員寮の配置 
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エ 併用住宅の建物の用途に応じて小規模住宅用地の認定を適正に行うべきもの 

住宅用地とは、賦課期日（毎年１月１日）現在、次のいずれかに該当するものをいう。 

① 専ら人の居住の用に供する家屋（（以下「専用住宅」という。）の敷地の用に供されている土地

② その一部を人の居住の用に供する家屋で、家屋の床面積に対する居住部分の割合が２５％以 

上ある家屋（以下「併用住宅」という。）の敷地の用に供されている土地について、居住部分の

割合に応じて表４の率を乗じた面積分の土地（いずれも敷地の面積が家屋の床面積の１０倍を

超える場合は別途計算） 

ところで、江東都税事務所は、表５の地上５階建て以上の併用住宅の敷地 J について、平成１２

年に提出された住宅用地等申告書に基づく居住部分の割合（５８％）を適用し、敷地面積に０．７５

の率を乗じて小規模住宅用地の面積を算出している。 

しかしながら、調査したところ、令和元年度分から居住部分が事務所や店舗に用途変更され、

居住部分の割合が４３％しか確認できず、また、令和６年度分からは居住部分を全く確認するこ

とができなかった。 

また、江戸川都税事務所は、表５の併用住宅の敷地 K について、居住部分の割合が５０％以上

あるとして、敷地面積に１．０の率を乗じて小規模住宅用地の面積を算出している。しかしなが

ら、家屋調査票によると、昭和４７年の建築当初から居住部分の床面積は１９５．２３㎡、店舗

の床面積は２０６．９７㎡で、居住部分の割合は４９％となるため、敷地面積に乗じる率を０．５

とすべきところを、１．０としていた。 

いずれも、敷地面積に乗じる率を誤り、小規模住宅用地の面積が過大となっていることは適正

でない。 

この結果、更正期間についての固定資産税等が、併せて１１４万２，５９７円課税不足となっ

ている。 

所は、併用住宅の建物の用途に応じて小規模住宅用地の認定を適正に行われたい。 

                                     （（主税局） 

 

（表４）併用住宅敷地の居住部分の割合に応じて乗じる率 

併用住宅の種類 居住部分の割合 率 

下に掲げる以外の家屋 
1/4(25%)以上 1/2(50%)未満 0.5  

1/2(50%)以上 1.0  

地上階数 5以上を有する耐火建築物である家屋 

1/4(25%)以上 1/2(50%)未満 0.5  

1/2(50%)以上 3/4(75%)未満 0.75 

3/4(75%)以上 1.0  
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（表５）税額正誤表                             （単位：円） 

区分 年度 

税  額 課税 

不足額 
備   考 

正 誤 

江

東 
J 

R2 111,034 83,309 27,725 

平成 30 年に居住部分の一部を事務

所・店舗へ変更 

令和 5 年から、居住部分の全てを事

務所・店舗へ変更 

R3 111,034 83,309 27,725 

R4 116,986 88,038 28,948 

R5 127,142 94,867 32,275 

R6 209,730 102,182 107,548 

計 675,926 451,705 224,221 

江

戸

川 

K 

R2 361,386 176,952 184,434 

昭和 47 年の建築当初から居住部分

割合は 50％未満 

R3 361,386 176,952 184,434 

R4 368,921 186,526 182,395 

R5 371,374 191,431 179,943 

R6 386,289 199,119 187,170 

計 1,849,356 930,980 918,376 

合 計 2,525,282 1,382,685 1,142,597   
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（重点監査事項）（歳入） 

（２）駐車場の用途に応じ小規模住宅用地及び一般住宅用地の認定を適正に行うべきもの  

住宅用地については、住戸１戸当たり２００㎡までの部分を小規模住宅用地として認定し、そ

れ以上の部分は一般住宅用地として扱っている。 

ところで、板橋都税事務所は、表６の土地 L（（２０８.２６㎡）について、駐車場３台分全てを

居住者用であるとして小規模住宅用地（２００㎡）及び一般住宅用地（８．２６㎡）と認定して

いる。 

しかしながら、３台中２台分（２０．６８㎡）が月極駐車場であることが判明したため、その

部分については非住宅用地として扱い、残りの部分については２００㎡以下となるため小規模住

宅用地と認定すべきであり、適正でない。 

この結果、更正期間についての固定資産税等が、併せて１１万７，６２９円課税不足となって

いる。 

所は、駐車場の用途に応じ小規模住宅用地及び一般住宅用地の認定を適正に行われたい。 

                                    （主税局） 

 

（表６）税額正誤表                              （単位：円） 

土
地 

年度 
税  額 課税 

不足額 
備   考 

正 誤 

L 

R2 179,894 157,297 22,597 

平成 23 年に居住者用駐車場 3 台中 2 台

を月極駐車場に変更 

R3 179,894 157,297 22,597 

R4 189,675 166,346 23,329 

R5 199,047 175,393 23,654 

R6 210,482 185,030 25,452 

計 958,992 841,363 117,629 
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（重点監査事項）（歳入） 

（３）同一画地の認定を適正に行うべきもの 

東京都特別区の区域内に存する固定資産（土地）の評価は、法第３８８条第１項の規定による

「固定資産評価基準」（昭和３８年１２月２５日付自治省告示第１５８号）及び都において定める

「東京都固定資産（土地）評価事務取扱要領」（昭和３８年５月２２日付３８主課固発第１７４号

主税局長決定）に基づき、各都税事務所が実施している。固定資産税等の土地の課税は、この評

価した土地の価格を基礎として行われる。 

土地の評価は、原則として、土地（補充）課税台帳に登録された一筆の土地を一画地として評

価するが、隣接する二筆以上の土地が一体として利用されているときは、これらの土地を一画地

（以下「同一画地」という。）として認定し評価する。同一画地として認定された場合、土地の形

状が変わるため、土地評価額に影響が出ることもある。 

ところで、江東都税事務所において、土地の課税状況について見たところ、所は、図４の隣接

する二筆（土地 M 及び N）の駐車場について、それぞれ一筆ごとに評価している。 

しかしながら、令和３年からこの二筆の駐車場は一体的に利用されているため、同一画地とし

て認定し評価すべきであるにもかかわらず、一筆ごとに評価していることは適正でない。 

この結果、更正期間についての固定資産税等が、併せて３万８，４３４円課税不足となってい

る。 

所は、土地の用途の認定に当たり必要な確認を行い、同一画地の認定を適正に行われたい。 

（主税局） 

 

（図４） 隣接する二筆の土地の状況 
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（重点監査事項）（歳入） 

（４）未登記家屋の固定資産税等の課税を適正に行うべきもの 

家屋に係る固定資産税等の課税は、賦課期日（毎年１月１日）現在の所有者に対し、評価した

家屋の価格を基礎として行う。 

各都税事務所では、家屋の新築、増築及び滅失などの異動を建物表示登記によって捕捉するが、

未登記家屋については昭和６１年から航空写真による判読を主体とした家屋の捕捉調査を行って

いる。 

ところで、北都税事務所において、家屋に係る固定資産税等の課税について見たところ、未登

記の家屋１棟について、これを捕捉していないことから、固定資産税等が課税不足となっており、

適正でない。 

これは、当該家屋が昭和３０年に建てられたため、航空写真により変化を捕捉できなかったも

のである。 

この結果、更正期間についての固定資産税等が、併せて１，０００円課税不足となっている。 

所は、未登記家屋の固定資産税等の課税を適正に行われたい。 

（主税局） 
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（重点監査事項）（歳入） 

（５）増築に係る課税を適正に行うべきもの 

家屋に係る固定資産税等の課税は、賦課期日（毎年１月１日）現在の所有者に対し、評価した

家屋の価格を基礎として行う。 

各都税事務所では、家屋の新築、増築及び滅失などの異動を建物表示登記によって捕捉するが、

未登記家屋については昭和６１年から航空写真による判読を主体とした家屋の捕捉調査を行って

いる。 

ところで、江戸川都税事務所において、家屋に係る固定資産税等の課税について見たところ、２

階建ての併用住宅について、１階店舗部分は年月日不詳、１階及び２階住居部分は平成２７年に、

未登記で増築されているにもかかわらず、所は、これを捕捉していないことから、固定資産税等

が課税不足となっており、適正でない。 

この結果、更正期間についての固定資産税等が、併せて５万１，２００円課税不足となってい

る。 

所は、増築に係る課税を適正に行われたい。 

（主税局） 
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［意見・要望事項］ 

（重点監査事項）（歳入） 

（１）シェアリングポートに係る方針について 

   近年、自転車や電動キックボード等に対するシェアリングサービスが広がりを見せている。 

中でも、電動キックボードは、令和３年に国内でシェアリングサービスが開始され、令和５年

の道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）改正により運転免許不要となったことから、集合住

宅などの敷地内にシェアリングサービス用ポート（以下「シェアリングポート」という。）が設置

される事例が増加している。住宅用地に、このシェアリングポートを設置した場合、当該箇所は

外部貸し駐車場と同様に非住宅用地と認定され、住宅用地に対する固定資産税等の軽減措置の対

象から除かれる。 

   そこで、監査の対象となっている１２都税事務所において、シェアリングポートに特化した土

地の調査について見たところ、表７のとおり、所によって差が生じている。    

   土地の売買や建物の新築・取壊しなど、登記を伴う固定資産の変動については、登記所からの

通知により捕捉できるが、シェアリングポートの設置のような土地の利用状況の変更については、

土地所有者等からの申告が必要であり、この申告がなされず、変更の捕捉が漏れる場合がある。 

このため、部は、外部貸し駐車場の土地所有者等に対して土地の利用状況の変更があった場合

の住宅用地等申告書の提出について周知してきたが、周知対象・内容について見直すとともに、

シェアリングポートの効果的な把握に向けた調査方針について検討することが望まれる。 

（主税局） 

 

（表７）１２都税事務所におけるシェアリングポートの取組状況 

シェアリングポートに特化した調査 事務所数 

行っていない（注） 7 所 

行っている 5 所 

（注）特化した調査は行っていないが、他の調査事項に係る現地調査の際に捕捉した場合には、認定変更に向けた事

務を行っている。また、管轄区内にシェアリングポートがない都税事務所も含む。 
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生 活 文 化 局 

 

１ 指摘事項等 

［指摘事項］ 

（歳入） 

（１）債権の管理を効果的かつ効率的に行うべきもの 

私学部は、平成１２年度に発生した三宅島噴火災害、新島・神津島近海地震災害により家計状

況が悪化し、高等学校卒業後の進学費用の支出が困難な世帯に対して、平成１２年度三宅島噴火

災害等に伴う大学等入学準備金貸付要綱（平成１２年９月２９日付１２総学一第４５８号総務局

長決定）及び平成１３年度三宅島火山活動等に伴う大学等入学準備金貸付要綱（平成１３年１０

月１日付１３生文私振第４７５号生活文化局長決定）に基づき、大学等入学準備金の貸付を行っ

ており、当事業による貸付先５７名のうち、返還が未了となっている滞納者３名に係る債権を、

私債権として管理している。 

部は、当該貸付金に係る債権について、東京都債権管理マニュアル（平成２０年７月財務局主

計部、主税局徴収部。以下「マニュアル」という。）に基づき管理を行っているが、その管理状況

について確認したところ、監査日（令和７年１月１０日）現在、表１のとおり、適切でない事例

が見受けられた。 

 

ア A について、部は、別に借り受けた東京都育英資金貸付金を完納した後に債務を履行すると

した債務承認及び納付誓約書を平成２７年１１月に徴している。そのため、A が平成３０年７

月に育英資金を完納後、直ちに、A の資産状況等を確認し、債務承認を兼ねた分納誓約書を徴

する等方針を検討する必要があったが、部は、一度架電して留守番電話へメッセージを残して

以降、定期的に催告書を送付するのみとなっており、適切でない。 

また、時効が迫っているにもかかわらず、A や連帯保証人への聞き取りや法的措置の前提と

なる財産調査を行っておらず、適切でない。 

イ B について、部は、平成２７年１１月に債務承認及び分納誓約書を徴しているが、その後、

支払が滞っている。 

この場合、部は、B の経済状況を聞き取った上で、再度、分納計画を提出させ、分納計画に沿

って支払をするよう促す必要がある。また、B が分納計画を提出しないなど、支払の意思を確

認できない場合には、連帯借受人（注）との交渉や強制徴収に向けた財産調査を行う必要があ

る。 

しかしながら、部は、毎年 1 回、催告書を送付するにとどまっており、適切でない。 

ウ C について、部は、口頭で分割納付の約束をしたとしている。 

マニュアルによれば、分割納付を認める場合は、滞納者の資産等の状況がわかる資料を提出

してもらい、完納に至る納付計画をたて、分割納付が２回以上不履行になった場合は、期限の
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利益を喪失し、強制執行等の法的措置を受けても異議はないことを約束させる内容の債務承認

を兼ねた分納誓約書を徴する必要がある。 

しかしながら、部は、上記のとおり、口頭で毎月あるいは隔月払の分納計画を認めており、

適切でない。 

また、毎月の支払が滞っているため、文書や電話等による催告や、連帯保証人や連帯借受人

の所在調査等を行うべきであるが、平成３０年５月に毎月の支払金額を C と電話で確認して以

降、令和５年７月に一度催告書を送付した以外は催告や交渉等を行っておらず、適切でない。 

 

部は、滞納者に分納計画を提出させ、分納計画に沿って支払をするよう促すとともに、分納計

画を提出しないなど支払の意思を確認できない場合には、連帯借受人との交渉や強制徴収に向け

た財産調査を行うなど、債権の管理を効果的かつ効率的に行われたい。 

（生活文化局） 

（注）大学等へ入学を希望する者であり、連帯保証人とともに返還する義務を負う。 

 

（表１）債権管理の状況（監査日現在） 

滞
納
者 

返還開始日 

返還方法 

返還終了年月 

借受金額 

滞納金額 

最終支払年月 

時効到来 

連帯保証人、

連帯借受人の

状況 

財
産
調
査 

債務承認及び 

分納計画の状況 

交渉 

（催告書、架

電、法的措置） 

A 

平成14年１月 

月賦(120回) 

平成23年12月 

1,000,000円 

774,820円 

平成19年10月 

債務承認

から10年

(令和7年

11月) 

連帯借受人

と交渉中。 

連帯保証人

は所在不明 

な
し 

債務承認及び納付誓

約書（平成27年11

月）により育英資金

完納（平成30年7月

完納）まで支払を猶

予しているが、完納

後も分納計画書等の

書面取り交わしはな

く、1度も支払がな

い。 

令和元年7月

に架電し、折

り返し連絡す

るように留守

電を残して以

降、毎年、催

告書を送付す

るのみ。 

B 

平成14年1月 

月賦(120回) 

平成23年12月 

1,000,000円 

638,860円 

令和5年8月 

最終支払

日から10

年 

連帯借受人

との交渉は

途絶えてい

る。 

連帯保証人

死亡を確認 

な
し 

債務承認及び分納誓

約書（平成27年11

月）により毎月1回

以上の支払を誓約し

ているが、直近5年

間の支払状況は年0

～2回となってい

る。 

平成28年12月

に架電し、毎

月1回の支払

の意思を確認

して以降も、

毎年1回催告

書を送付する

のみ。 

C 

平成15年3月 

月賦(120回) 

平成25年2月 

1,000,000円 

399,520円 

令和6年8月 

最終支払

日から10

年 

連帯保証人

や連帯借受

人の調査や

交渉記録な

し。 

な
し 

債務承認及び分納誓

約書は取り交わして

いない。口頭で毎月

あるいは隔月の支払

について約束してい

るが、直近5年間の

支払状況は年1～5

回。 

平成30年5月

に架電し、支

払金額の確認

をして以降、

令和5年7月に

1回催告書を

送付したの

み。 
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（歳出） 

（２）業務の実施に必要な延べ人員数等を見積もるなどして妥当な契約目途額を定めるべきもの 

消費生活部は、インターネット上で通信販売を行っている事業者の販売商品に関する広告表示

で、不当景品類及び不当表示防止法（昭和３７年法律第１３４号）に規定する不当表示に該当す

る疑いがある表示について、事業者に対する行政処分を行うために必要な基礎資料を収集するこ

とを目的として、一定期間、インターネット上の広告表示を継続的に監視する業務を、表２のと

おり、委託している。 

部は、この委託の発注に当たり、契約目途額を積算しているが、表３のとおり、契約目途額 

３５６万４，０００円に対し、契約金額３６万３，０００円、落札比率１０．２％となっている。 

また、令和５年度における同種の業務委託は、表４のとおりであり、令和６年度契約と同じ業

務量（２件の広告について６０日間監視）の契約の契約金額は６６万円で、令和６年度契約の契

約目途額と乖離がある。 

これらのことは、契約目途額が過大であることを示している。 

そこで、契約目途額について見ると、表５のとおり、３者から下見積りを徴取し、これらを参

考として定めているが、部は、下見積りの際に業務の実施に必要な延べ人員数、単価や物品の数

量等具体的な内訳を求めなかった。この結果、契約目途額の積算に当たり、延べ人員数や単価に

よる計算が行えず、業務ごとに一式の金額のみを内訳として表示することとなり、契約目途額が

妥当であるかの判断ができない積算方法となっていることは、適切でない。 

部は、業務の実施に必要な延べ人員数、単価や物品の数量等を見積もるなどして、妥当な契約

目途額を定められたい。 

（生活文化局） 

 

（表２）契約の概要                              （単位：円） 

契約件名 契約金額 契約の相手方 委託期間 期間 対象件数 

令和 6 年度インターネット広告表

示の監視・追跡・保存業務委託 
363,000 D 

R6.4.1～ 

R6.8.15 
60 日間 2 件 

 

（表３）令和６年度契約目途額の積算内訳と契約金額の委託料内訳の比較      （（単位：円、％） 

項目 
契約目途額の積算 契約金額の内訳 落札比率 

(b/a×100) 単価 件数 金額(a) 単価 件数 金額(b) 

準備作業・打ち合わせ 70,000 2 140,000 66,000 1 66,000  

監視業務 500,000 2 1,000,000 33,000 2 66,000 

追跡業務 500,000 2 1,000,000 33,000 2 66,000 

保存業務 500,000 2 1,000,000 33,000 2 66,000 

データ作成 50,000 2 100,000 33,000 2 66,000 

小計 3,240,000  330,000  

消費税 324,000  33,000 

合計 3,564,000  363,000 10.2 
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（表４）令和５年度契約の概要                         （単位：円） 

契約件名 契約金額 契約の相手方 委託期間 期間 対象件数 

インターネット広告表示の監視・

追跡・保存業務委託 
1,320,000 E 

R5.4.1～ 

R5.9.7 
90 日間 2 件 

インターネット広告表示の監視・

追跡・保存業務委託 
660,000 E 

R5.9.25～ 

R6.1.15 
60 日間 2 件 

 

（表５）令和６年度下見積りの状況 （単位：円） 

見積書の提出者 見積金額 

E 3,564,000 

F 1,870,000 

G 5,115,000 
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都 市 整 備 局 

 

１ 重点監査事項 

 「首都直下地震に備えた都市の事前復興の取組について(安全・安心対策)」 

 

【選定理由】 

都は、阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ、「防災都市づくり推進計画」を策定しているほか、「東京都地域

防災計画」の見直しを行い、その中で、「復興計画」を策定することを位置付けた。 

被災後の迅速かつ計画的な都市復興を図るためには、都市復興のあり方や手順、執行体制をあらかじめ検

討し、行政と都民で共有を図る取組（都市の事前復興の取組）が重要である。 

局は、全国各地で発生した大災害の教訓や「都市づくりのグランドデザイン」、学識経験者、都民、区市

町村からの意見を踏まえ、改めて「都市復興の理念、目標及び基本方針」（以下「基本方針」という。）を策

定した。また、復興手順や執行体制を示した ｢東京都震災復興マニュアル｣の「復興プロセス編」（都民一般

向け）及び「復興施策編」（行政職員向け）を策定した。 

これらの基本方針やマニュアル等を基に、局は、都民参加型のシンポジウムの開催、都市復興に係る展示

等の実施により、都民への意識啓発に努めている。さらに、都や区市町村職員向けには、復興まちづくり計

画等を策定する都市復興訓練（図上訓練）や研修、航空写真等から被災状況を把握する家屋被害調査訓練

を、オンライン方式も活用しつつ実施している。 

こうした都市の事前復興の取組について、基本方針に基づき促進されているか確認する必要がある。 

以上のことから、首都直下地震に備えた都市の事前復興の取組を重点監査事項に選定し、事業が適切に行

われているかについて監査する。 

 

  

 

 

【着眼点】 

① マニュアル等は、近年の自然災害の対応等を踏まえて必要な見直しを行っているか（効率性、有効性） 

② 都市復興訓練及び家屋被害調査訓練は、適切かつ効果的に行われているか（合規性、有効性） 

③ 都民への普及啓発及び区市町村への事前復興の取組支援は、適切に行われているか（効率性、有効性） 
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【結果の概要】 

1 災害に備えた事前復興の取組について 

(1) 事前復興の位置付け 

都は、平成 7年の阪神・淡路大震災等の教訓を踏まえ、被災後の生活再建や都市機能の回復を迅速に行

うための復興手順等を定めた「東京都震災復興マニュアル」（以下「都復興マニュアル」という。詳細は

1(2)にて後述。）を平成 15年に策定した。都復興マニュアルは、「都市の復興」、「住宅の復興」、

「くらしの復興」及び「産業の復興」の 4分野ごとに、復興の手順や執行体制について各局がそれぞれの

所管部分を分担・作成し、防災を所管する総務局がそれらをとりまとめたものである。 

この中で、震災からの復興過程として、被災から 2週間以内を目途に復興方針を、6か月を目途に復興計

画を策定し、これらに基づき復興事業を実施することと定めている。 

局は、都市づくり分野における発災に備えた事前の取組として、建築物の耐震化や道路等の都市基盤整

備により被害の軽減を目指す「防災都市づくり」に併せて、「都市の事前復興の取組」を全国に先駆けて進

めている。 

また、復興に当たっては、国や区市町村はもちろんのこと、被災者自身をはじめ、NPO、ボランティア、

専門家、企業などの幅広い参画が必要となり、復興を円滑に進めるためには、行政の役割はもとより、地

域住民が復興への強い意欲を持ち、そのあり方について関係者との協議等を踏まえた一定の役割を担うこ

とが重要とされている。 

その際、応急対応や復旧を行いつつ、復興計画を住民の合意形成を図りながら短期間で策定することは、

行政・住民双方にとって大きな負担となることから、都は、発災後に行うべき取組を事前に検討・準備し

ておくこと、すなわち事前復興を推進することで、発災後の復興を円滑かつ迅速に進めようとしている（図

1参照）。 

局は、都市の事前復興の取組について、円滑かつ迅速な都市復興に向けて、都市復興のあり方や手順、

執行体制等をあらかじめ検討・準備し、行政と住民が適切な役割分担の下これを共有することとしている。 

具体的には、都復興マニュアル（都市の復興分野）について、逐次見直しを行いつつ、全国各地で発生

した地震、豪雨、暴風、火山噴火など多種多様な自然災害等を踏まえ、都や区市町村職員を対象とした訓

練を実施し、その実務能力向上を図るとともに、シンポジウムの開催等により、事前復興の必要性や都市

復興プロセス等について、都民等への普及啓発に努めている（表1参照）。 

なお、局は、図2のとおり、都市復興のあり方等について基本方針等を策定し、関係機関との連携や普

及啓発に活用している。 
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（図 1）事前復興の効果（イメージ） 

 

（出典：「市街地の事前復興の手引」） 

 

（表 1）局における都市の事前復興の取組の主なもの 

項 目 内 容 

行政職員の実務能力向上 

1 都市復興の手順等の確認及び見直し 

2 都市の事前復興の訓練の実施 

(1) 都市復興訓練 

   ・都市復興訓練（区市町村職員対象） 

・広域都市復興訓練（都職員対象） 

(2) 家屋被害調査訓練（都職員・区市町村職員対象） 

(3) 復興まちづくり実務者養成訓練（区市町村職員対象） 

都民への普及啓発 
1 都市の事前復興シンポジウム 

2 都市の事前復興に係る展示 

区市町村への取組支援 
1 区市町村独自の都市の復興マニュアル整備等に対する支援 

2 区市町村職員対象の各種訓練の実施 

 

（図 2）都市復興のあり方等の計画類 

    

（局提供資料に基づき監査事務局で作成） 
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(2) 東京都震災復興マニュアル（都市の復興分野）の改定 

都復興マニュアルにおいて、局は、「都市の復興」の分野について分担・作成しており、他の分野と同

様に、都民一般に復興の基本的な考え方や仕組み等を案内する「復興プロセス編」と行政が実施する施策

等の準備や実施手順を定めた「復興施策編」とに分けて記載している。 

これについて、局は、都市の復興分野における新たな知見を反映した見直しを逐次行っており、令和 3年

3 月には、発災した際に、事前の被害想定等の調査結果に基づき優先的に被害状況を調査する必要がある

「優先調査地区」を区市町村があらかじめ定める取組を追加したほか、令和 7 年 3 月には、記載内容や役

割分担についての内容を充実させた。 

 

(3) 区市町村の取組の支援 

都市の復興は、地域住民との協働において、区市町村の役割が大きいことから、都は、区市町村が復興

マニュアルを作成する際の参考となるよう「区市町村震災復興標準マニュアル」（平成 21年 3月総務局作

成、以下「標準マニュアル」という。）を作成し、区市町村に地域の特性を反映した復興マニュアルの策定

を促している。 

この標準マニュアルを補完するものとして、局は、都市の復興に取り組むに当たり事前に検討・準備す

べき事項を観点ごとに例示した「市街地の事前復興の手引」を平成 27年に策定し、区市町村職員に対し講

習会を行ったり、後述する訓練実施時に参考資料として配布するなどし、区市町村の復興マニュアル策定

における活用を図っている。 

しかしながら、監査日（令和 7年 4月 25日）現在、復興マニュアルを策定した区市町村は、22区 3市に

とどまり、特に、多摩島しょ部の市町村への更なる働きかけが必要な状況となっている。 

このため、局は、令和 6 年度に、特に災害リスクが高いと見込まれる地区を含む区市町村を洗い出し、

当該区市町村に対する支援を行う上で必要となる、現場における課題や都に求める支援などの情報を把握

するため、当該区市町村担当者へのヒアリングを含めた調査を委託により実施し、現在、その成果の活用

策を検討中とのことである。 

なお、局は、今後も各種訓練や個別訪問時などの各種機会を捉え、未策定の区市町村に対しては、引き

続き復興マニュアルの整備を働きかけていくこととしている。 

 

(4) 局内職員向け復興ハンドブック 

 局は、令和6年1月の能登半島地震の発生を踏まえ、改めて発災時の都市の復興の考え方を整理し、復興

における局内各部署の役割分担や取り組むべき各種業務のタイムライン等を可視化した「都市整備局職員

向け復興ハンドブック」を令和6年9月に作成し、局内全職員に配布している（表2参照）。 

なお、このハンドブックについては、前述した復興マニュアル未策定の区市町村に対する取組支援にお

いても活用が見込まれるものであることから、別項意見・要望事項のとおり、局に対して改善に向けた検

討を求めた。 
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（表 2）都市整備局職員向け復興ハンドブックの構成 

構 成 記載事項 

第１章 はじめに (1) 「都市の復興」におけるねらい・主な実施内容 

第 2章 震災復興の体制と全体フロー 

(1) 震災復興の体制 

(2) 震災復興の全体フロー 

(3) 復興方針決定までの流れ 

第 3章 都市の復興 

(1) 都市の復興体制 

(2) 復興方針策定までの局内主要業務 

(3) 具体的な行動手順 

参考資料 

(1) 東京都震災復興マニュアルとは 

(2) 都市整備局の BCP 

(3) 復興方針＜都市の復興＞の概要（イメージ） 

 

2 都市復興訓練及び家屋被害調査訓練等について 

(1) 事前復興における訓練の位置付け 

局は、都復興マニュアルに定める発災時における行政職員の復興手順の習熟を図るため、都市の復

興に深い知見を有する学識経験者等からの指導・助言を得ながら、各種訓練を計画的・継続的に実施

している。 

その際、発災後に作成する都市の復興方針及び復興計画については、災害の規模に応じて都及び対

象となる区市町村が相互に連携・調整した上で、それぞれが作成することとなるため、訓練の対象を

区市町村職員としたものもある。 

  

(2) 都市復興訓練の実施状況 

局は、都市の復興に係る計画を作成するまでの手順を経験する訓練を、区市町村職員向けと都職員向け

とに分けて毎年度実施している。 

「都市復興訓練」は、平成 10年度から区市町村職員を対象に、区市町村が作成することとなる「区市町

村復興計画＜都市の復興＞」案の作成までの手順の習熟を図るものとして、区市にまたがる道路や商店街

などの被災状況を想定し、その復興まちづくりについて隣接する区市町村の職員とともに検討するなどの

内容で実施している。 

 また、「広域都市復興訓練」は、平成 29年度から都職員を対象に、都が作成することとなる「東京都復

興計画＜都市の復興＞」案の作成までの手順の習熟を図るものとして、インフラの復興など、広域的な視

点から検討する内容で実施している（表 3参照）。 

 

（表 3）訓練の参加状況（都市復興訓練の上段は参加自治体数、下段は参加者数） 

訓練の名称 令和 4年度 令和 5年度 
令和 6年度 

基礎編 実践編 合計（実数） 

都市復興訓練 
21 27 43 22 22 

42人 104人 143人 68人 165人 

広域都市復興訓練 22人 23人 52人 25人 61人 
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局は、これまでの訓練実施状況とその際に実施したアンケート調査結果に基づき、参加職員の習熟度の

差を配慮する必要があるとし、令和 6 年度には、習熟度別に「基礎編」（オンライン方式併用）と「実践

編」とに分けてこの訓練を実施している。     

さらに、都市復興訓練と広域都市復興訓練を交互に実施し、それぞれの訓練において検討した復興対象

区域や復興方針の案及び要望事項の整理等の成果を他方の訓練に活用することにより、訓練間の連携効果

を高める取組を行っている。 

 

(3) 家屋被害調査訓練の実施状況 

 都及び区市町村は、発災初期に「応急危険度判定」や「り災証明発行のための被害認定調査」と並行し

て、都市復興に係る方針作成等の基礎データとするため、国が撮影を行う航空写真のデータなどを活用し

て、面的な家屋等被害状況の調査をすることとしている。 

局は、平成 10年度から都及び区市町村職員を対象に、この調査の手順の習熟を図るための図上訓練を実

施している（表 4参照）。 

 

（表 4）訓練の参加状況（区市町村職員の欄の上段は参加自治体数、下段は参加者数） 

対 象 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

区市町村職員 
14 20 29 

14人 20人 29人 

都職員 15人 9人 10人 

 

局は、令和 6年度には、調査の基本資料となる GIS（地理情報システム）を操作する行政職員の習熟度向

上を図るため、調査の手順書や訓練の手引を更新したほか、最新の都市計画等のデータに基づき事前準備

図面を更新するなど、訓練の有効性向上に取り組んでいる。 

 

(4) 復興まちづくり実務者養成訓練の実施状況 

 発災後の都市の復興では、行政職員と地域住民との連携が重要なことから、局は、区市町村職員を対象

として、訓練実施に係る企画立案・実施能力を高める「復興まちづくり実務者養成訓練」を実施し、区市町

村が地域住民と協働した復興まちづくり訓練を平時から実施することを促している。 

訓練は、各区市町村における関係部署の参加を促すための事前準備や、発災後の復興に際して地元の協

議会等を円滑に調整するための検討などに加え、訓練実施のための企画書の作成なども実践する内容とし

ている。 

令和 5 年度までは、発災時に特に災害リスクが高いと見込まれる地区を含む区市町村を選定して訓練を

実施していたが、令和 6 年度は、参加者を区市町村の部長級職員まで拡大し、広い視点での部署間連携や

実務能力向上を図る「復興まちづくり実務者サミット」として、三部構成のうち第 3 部を実務者養成訓練

に充てて実施した。 
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なお、第 1 部は区市町村の部長級職員を、第 2 部は実務担当者を対象に、学識経験者を交えて事前復興

の必要性についての講演や区市町村間における取組内容の紹介、各区市町村が抱える課題に対しての意見

交換等を行っている（表 5参照）。 

 

（表 5）訓練の参加自治体数（上段は参加自治体数、下段は参加者数）      

令和 4年度 令和 5年度 
令和 6年度 

第 1部 第 2部 第 3部 合計（実数） 

4 4 49 37 22 51 

7人 10人 58人 62人 37人 122人 

 

都内 62区市町村に対し、これら訓練への参加自治体数は十分とは言えない状況にあることから、局は、

実務者養成訓練の構成見直しに引き続き、各種訓練での参加自治体及び職員数の拡大に取り組んでいくと

している。 

 

3 都民への普及啓発 

(1) 都市の事前復興シンポジウムの開催 

発災後の復興を円滑かつ迅速に進めるためには、都民の理解と協力が不可欠であるため、局は、都市の

事前復興に関する啓発と復興事業への理解・協力を促進するため、平成 12年度から都民参加型の「都市の

事前復興シンポジウム」を毎年度開催しており、令和 6 年度は、過去の大震災で現場の復興に携わった方

の講演なども含む内容としている。 

なお、新型コロナウィルス禍にあった令和 2 年度からオンライン併用で開催してきたが、令和 6 年度は

4年ぶりに対面のみでの開催とした（表 6参照）。 

 

（表 6）シンポジウムの参加者数                           （単位：人） 

 参加形態 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

 会場参加 184 234 317 

 オンライン参加 507 276 - 

 合  計 691 510 317 

（参考）アーカイブ動画閲覧数 

（監査日現在の累計、単位：回） 
585 891 200 

 

局は、参加者に対し、申込時及びシンポジウム終了後にもアンケート調査を行い、参加者がシンポジウ

ムの開催をどのようにして知ったのかやシンポジウムの評価・感想等の情報を得るとともに、令和 6 年度

からは、スマートフォンを使用したチャット形式によるリアルタイムでの参加者の意見・質問の募集も行

っている。 

しかしながら、より効率的・効果的なシンポジウム実施の周知や他のイベントとの連携による啓発の効

果拡大などが見込まれる点が見受けられたため、別項意見・要望事項のとおり、局に対して、改善に向け

た検討を求めた。 
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(2) 関係局と連携した普及啓発 

  局は、これまで総務局が主催する総合防災訓練や総合防災展において、都市の復興手順等に関するパネ

ル展示、DVD上映、資料配布等による普及啓発を行っている（図 3参照）。 

  また、令和 6 年度には、新たな取組として、前述した都市の事前復興シンポジウムにおいて、会場入口

付近で説明員を配置してパネル展示を行うとともに動画の上映も行った。 

   

（図 3）総合防災展等における普及啓発 

  

本監査では、都市の事前復興の取組に係る契約 9 件全件について、契約書類・業務報告書等により、契

約手続や履行状況等を確認したが、指摘等すべき事項は認められなかった。 

 

【監査委員からの所見】 

局は、阪神・淡路大震災や東日本大震災、令和 6 年能登半島地震などの教訓を震災復興マニュアルや市

街地の事前復興の手引、局内職員向け復興ハンドブックの策定・改定に生かし、都市の事前復興の考え方

や取組手順等に反映するとともに、それらを活用した復興訓練では、習熟度別訓練の導入や都職員訓練と

区市町村職員訓練間の連携強化など、訓練の実効性向上を図っている。 

局は、区市町村の事前復興に対する意識をより高めていくとともに、復興訓練への区市町村の参加促進

による発災時に復興に当たる職員の裾野拡大や、事前復興を身近に感じてもらうための都民への普及啓発

に効果的に取り組む必要がある。また、復興マニュアル未策定の区市町村に一層の支援・働きかけを行う

など、区市町村と地域住民との緊密な連携を後押しすることにより、都市の事前復興の実効性をより高め

ていく必要がある。 
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２ 指摘事項等 

［意見・要望事項］ 

（重点監査事項）（その他） 

（１）首都直下地震に備えた都市の事前復興の取組について 

   局は、大規模震災等の発災後に行うべき取組を事前に検討・準備しておくことにより、復興時の

課題解決に要する負担軽減や復興まちづくりに関する合意形成の円滑化を図る「都市の事前復興」

の取組を進めている（図１参照）。 

   局は、この都市の事前復興の取組の一環として、区市町村に対し、事前復興の見通しを立てるた

めの手引の作成などの支援や、都民参加型シンポジウムの開催などの普及啓発活動を行っており、

これらについて見たところ、次のとおり、検討を要する点が認められた。 

 

（図１）都市の事前復興の取組 
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ア 区市町村の事前復興の取組支援について 

市街地整備部は、平成２７年度に区市町村の事前復興対策を推進し、迅速な都市復興に向けた取

組を強化することを目的に、地域レベルの復興のまちづくり計画の事前検討や訓練の実施等を記

載した、「市街地の事前復興の手引」（以下「手引」という。）を作成している。 

しかしながら、部は、東京都震災復興マニュアル（復興施策編）（平成１５年総務局、令和７年３月

改定）を踏まえた区市町村震災復興標準マニュアル（平成２１年総務局、平成２９年３月改定。以

下「標準マニュアル」という。注１）の改定に合わせて、手引の見直しを予定しているものの、平

成２７年度の策定以来改定されていない状況である。 

また、部が令和６年度に行った区市町村の事前復興に関する基礎調査では、次の課題が報告され

ている。 

（ア）区市町村における復興マニュアルの整備が、２２区３市にとどまっていること 

（イ）区市町村には復興に関する専属部署がなく、担当職員やノウハウが不足しており、人的・技 

 術的支援が必要であること 

（ウ）都には、マニュアル作成に必要なテンプレート（注２）の提供を望んでいること 

一方、部は、令和６年能登半島地震の教訓も踏まえ、同年９月に復興手順や局内各部署の役割 

  を分かりやすくまとめた「都市整備局職員向け復興ハンドブック」（以下「復興ハンドブック」と 

いう。）（表１参照）を作成し、局内全職員に配布するとともに、区市町村に紹介・配布している。 

部は、手引について、標準マニュアルの改定を踏まえて見直すとしているが、関係局と調整・

連携し、速やかに見直しを行うことが望ましい。また、調整等には一定の時間を要することが見

込まれるため、次善の対応として、復興ハンドブックをテンプレート化したものを区市町村に提

供し、ノウハウ提供などの支援を行うことにより、区市町村の復興マニュアルの整備に寄与する

ことが期待できる。 

 こうしたことから、部には、復興ハンドブックの活用による区市町村の事前復興の取組支援を

検討することが望まれる。 

（都市整備局） 

 

（注１）都は、「区市町村震災復興標準マニュアル」を作成し、区市町村が復興マニュアル等を作成するため 

  の指導・助言を行っている。 

（注２）あらかじめ決められたフォーマットや構造が設定されたファイルやデータ 
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（表１）都市整備局職員向け復興ハンドブックの構成 

項 目 概 要 

はじめに 
○ 「都市の復興」のイメージ 
○ 都市の復興フロー 
○ 「都市の復興」におけるねらい・主な実施内容 

震災復興の体制と 
全体フロー 

1 震災復興の体制（都震災復興本部の設置、構成） 
2 震災復興の全体フロー 
3 復興方針決定までの流れ（都民への発信内容とタイミング） 

都市の復興 

1 都市の復興体制（組織体制と分掌事務） 
2 復興方針策定までの局内主要業務（各部の役割） 
3 具体的な行動手順（目的、都の役割） 
(1) 調査：「事前の準備」と「被災後の調査」及びフロー 
(2) 方針：「東京都復興方針」と「区市町村復興方針」の関係 
(3) 計画：「東京都復興計画」と「区市町村復興計画」の関係 
(4) 事業：「市街地改造型事業」と「市街地修復型事業」及びフロー 

参考資料 

1 東京都震災復興マニュアルとは 

2 都市整備局の BCP 

3 復興方針＜都市の復興＞の概要（イメージ）  
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イ 都市の事前復興に係る効率的・効果的な普及啓発について 

 市街地整備部は、都市の復興についての普及啓発を図るため、平成１２年度から都民参加型で

ある「都市の事前復興シンポジウム」を毎年度開催している。令和６年度は、動画上映や講演、

討論などを通じて、都市の事前復興の必要性を周知している（表２参照）。 

 令和６年度は、会場で直接メッセージを伝える効果に期待し、オンライン参加を取りやめて会

場参加のみとし、アーカイブ動画は例年どおり後日配信しているところ、会場参加者は増加した

ものの、オンライン参加者を含めた合計参加者数では、近年の実績を下回っている（表３参照）。 

このため、今回の参加状況等を検証・分析の上、デジタルツールの活用や運営方法の工夫など

により会場との一体感を醸成するなど、参加形態の多様化について再検討することで、更なる参

加者の拡大や訴求効果の向上が期待できる。 

また、部は、会場参加者に対しアンケートを行っているが、アンケートの回収率は３割程度で 

あり、設問も運営全般に関する意見を記載する欄が設けられていないことから、アンケートの設

問や回収方法を見直すことにより、次回以降の開催において、より多くの都民の意見を踏まえた

催事内容の検討が可能となる。 

 さらに、部は、防災所管の総務局や局の政策連携団体が主催・共催している都市復興関連シン 

ポジウム（表４参照）について、相互の会場やホームページ上の開催案内などにおいて、相互に   

連携した広報を行っていない状況である。 

局のシンポジウムが区部で開催されている中、多摩地域で実施しているシンポジウムなどで、 

相互の普及啓発の取組を案内・広報することにより、今後の参加者の拡大や波及効果の向上が見 

込まれる。 

 こうしたことから、部には、都市の事前復興について、より効率的・効果的な普及啓発の取組

を検討することが望まれる。 

 

  （都市整備局） 

 

（表２）令和６年度都市の事前復興シンポジウムの概要 

日 時 令和 7年 1月 21日（火）14:00～17:00 

場 所 都庁第一本庁舎 5階大会議場 

定 員 400名 

テーマ 阪神・淡路大震災から 30年～あの時と今～ 

催 事 

①「動画上映」 
『1.17シアター「5:46」の衝撃』 

②「講演」 
基調講演：阪神・淡路大震災の経験と事前復興の必要性 
報  告：東京都の取組 
討  論：これからの時代の都市の事前復興 

③「展示」 
会場入口ホールにて阪神・淡路大震災等のパネルや動画の展示        

主 催 
東京都都市整備局 
（後援：阪神・淡路大震災記念 人と防災未来センター、東京都公立大学法人） 

-84-



 

（表３）シンポジウムの参加状況及びアンケート回収状況 

（単位：人、％、回） 

年度 定員 会場参加 
ｵﾝﾗｲﾝ  
参 加 

合計 
ｱﾝｹｰﾄ 
回 収 

回収率 
動画閲覧
(注１) 

R4 400 184 507 691 196 28 585 

R5 400 234 276 510 161 32 891 

R6 400 317 － 317 112 35 200 

（注１）監査日（令和７年４月２５日）現在の累計 

 

（表４）庁内関係局及び政策連携団体が主催等した普及啓発の取組 

日 時 令和 6年 8月 9日（金）13:00～17:00 令和 7年 1月 15日（水）13:30～16:30 

会 場 都議会議事堂 1階 都民ホール 立川市市民会館（立川市錦町 3-3-20） 

定 員 240名 200名 

テーマ 
首都直下地震の復興まちづくり支援を考
える／専門家と共に考える災害への備え 

2024能登半島地震からのくらし・すまい・
なりわい・まちの回復と事前復興まちづく
り 

主な 
催事 

①「報告」 
令和 6 年能登半島地震における東京都
の対応 

②「講演」 
能登半島地震の復興プロセスに、東京は
事前復興として何を学ぶか 

③「パネルディスカッション」 
東京の事前復興と、専門士業のできるこ
と、なすべきことを考える 

①「研究報告」 
2024年能登半島地震の復興実態調査と東
京の事前復興計画への考察と拡張 

②「講演」 
災害への備えと対応／令和 6 年能登半島
地震の教訓～行政、被災者、支援者の視点
から～ 

③「パネルディスカッション」 
能登半島地震のくらし・すまい・なりわい
の再建と東京からの学び 

主 催 
災害復興まちづくり支援機構 
（共催：東京都総務局） 

（公財）東京都都市づくり公社、公社関係
市町村連絡協議会、東京都立大学 
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